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　　　計画の区分：研究科の専攻の設置
　　　　　　　　　　　　　　　注１

京都工芸繊維大学大学院　工芸科学研究科

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

【事前伺い】設置に係る設置計画履行状況報告書

国立大学法人 京都工芸繊維大学　　　

バイオテクノロジー専攻、物質・材料化学専攻及び電子システム工学専攻
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　作成担当者

担当部局（課）名 企画戦略課

事前伺い

大学番号：０００
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大学番号：国０５４
注３

　担当部局（課）名　企画戦略課

　　　職名・氏名　　企画
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カカリチョウ

　　入
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垣
ガキ

　治徳
ハルノリ

　　　電話番号　　０７５－７２４－７２０５

　　　（夜間）　　０７５－７２４－７２０５

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０７５－７２４－７２１９

　　　ｅ－mail　　kitkikaku@jim.kit.ac.jp

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には設置時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（◇◇学部（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　大学番号の欄については，平成２９年３月３１日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況

　　　　　報告書等の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。



＜バイオテクノロジー専攻　博士後期課程（博士課程）＞

＜物質・材料化学専攻　博士後期課程（博士課程）＞

＜電子システム工学専攻　博士後期課程（博士課程）＞
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（フルヤマ　マサオ）

古山　正雄
（平成24年４月１日）

（モリサコ　キヨタカ）

森迫　清貴
（平成24年４月１日）

（オオタニ　ヨシオ）

大谷　芳夫
（平成26年12月２日）

（モリ　ハジメ）

森　肇
（平成26年４月１日）

（オハラ　ヤスノブ） （ワタナベ　ヒデキ）

小原　康伸 渡部　英樹
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遠藤　泰久 原田　繁春
（平成27年４月１日） （平成29年４月１日）

退職のため
平成28年４月１日（28）

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

学長

（４） 管理運営組織

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　国立大学法人　京都工芸繊維大学

　　　　京都工芸繊維大学

　　　　京都府京都市左京区松ヶ崎橋上町１番地

研究科長

専攻長

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

職　　名

退職のため
平成29年４月１日（29）

理事

（２） 大　学　名

　　　〒６０６－８５８５

（３） 大学の位置

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は，各職に相当する職名の方を記載してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２９年度に報告する内容　→（29）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２７年度に報告済の内容　→（27）

　　　　記入してください。
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年 人 人

報告年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人

　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号
　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　（５）－②　調査対象研究科等の入学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
平均入学定員

超 過 率
備　　考

（注）・「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。
　　　・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

博士（学術）

　 3 6 18

　

農学関係
工学関係

基礎となる学部等

　工芸科学研究科

工芸科学部

　バイオテクノロジー専攻

　（５）－①　調査対象研究科等の名称等

調査対象研究科等
の名称（学位）

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 収容定員

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　様式は，平成２７年度開設の博士後期課程の場合（平成２９年度までの３年間）ですが，開設年度・

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が２年以下の場合には欄を削除し，４年以上の場合

　　　　には，欄を設けてください。）

3 7 7 1 3

(　2　) (　4　) (　5　) (　1　) (　3　) (　 　)

[ 1 ] [ 3 ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

3 7 7 1 3

(　2　) (　4　) (　5　) (　1　) (　3　) (　 　)

[ 1 ] [ 3 ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

3 7 7 1 3

(　2　) (　4　) (　5　) (　1　) (　3　) (　 　)

[ 1 ] [ 3 ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

3 6 7 1 3

(　2　) (　4　) (　5　) (　1　) (　3　) (　 　)

[ 1 ] [ 2 ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「社会人」については，認可申請書において貴学が定める社会人の定義に従って記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

0.50 1.50 1.16　1.33 0.50

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・ （　 ）内には，社会人の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

 0.50倍
 1.33倍
1.11倍

(　-　) (　-　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

Ａ　 入学定員
6 6 6

(　-　)

[ 　-　 ]
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　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

報告年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　1　] [ 2 ] [　-  ] [ 2 ] [　-　] [　-　]

（　-　） （ - ） （ - ） （ - ）

3 6 7 6 3 1

[ 1 ] [　　 ] [　-  ] [ 2 ]

（ - ） （　　） （ - ） （ - ）

3 7 6

[ 1 ] [　　 ]

（ - ） （　　）

3

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

16 20

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

計

[　1 3 　] [　 3　 ] [　 3　 ]

（　 -　 ） （　　-　 ） （　　-　　 ）

3 9

　（５）－③　調査対象研究科等の在学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
備　　　　　考

１年次

２年次

３年次

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２７年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

平成２９年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

平成２９年度 0 人 0 人

3 人 0 人 平成２９年度 0 人 0 人 0.00 ％

20 人 0 人 0.00 ％

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２９年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　ありません。）

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

％

平成２７年度
入学者

3
9

　 ・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

平成２９年度
入学者

合　　計

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

％

退学者数（内訳）

退学者数

平成２８年度
入学者

7
8

人 0 人 0.00

退学者数の
うち留学生数

人 0 人 0.00

　　　区　分

対象年度

入学者数（b） 退学者数（a） 主な退学理由
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 兼 1

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、
専任教員3名に変更しました(H28)

H27AC修正漏れ（教授：担当者の見直しにより正
しくは1、兼任：担当者の見直しにより正しくは
0）、H28AC誤記（准教授：担当者の見直しがな
かったが修正しており正しくは２）を修正
（29）

 兼 2

設置計画書の誤記修正（27)

H27AC修正漏れ（教授：設置計画書の誤記であり
正しくは３、准教授：担当者の見直しにより正
しくは０、兼任：担当者の見直しにより正しく
は０）を修正（29）

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、
専任教員4名に変更しました(27)

兼 2

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、
専任教員4名に変更しました(28)

H28AC誤記（教授：教授昇任を反映しておらず正
しくは３）、H28AC修正漏れ（准教授：教授昇任
を反映しておらず正しくは１）を修正（29）
退職に伴う担当者の見直しによる修正（教授３
→２）（29）

 兼 4

H27AC修正漏れ（教授：設置計画書の誤記であり
正しくは４、准教授：設置計画書の誤記であり
正しくは３、兼務：設置計画書の誤記であり正
しくは０）（29）

 兼 7

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは12）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直し及び教授昇任により正し
くは13、准教授：教授昇任により正しくは８）
を修正（29）

 兼 7

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは12）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直し及び教授昇任により正し
くは13、准教授：教授昇任により正しくは８）
を修正（29）

 兼 7

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは12）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直し及び教授昇任により正し
くは13、准教授：教授昇任により正しくは８）
を修正（29）

 兼 7

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは12）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直し及び教授昇任により正し
くは13、准教授：教授昇任により正しくは８）
を修正（29）

 兼 7

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは12）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直し及び教授昇任により正し
くは13、准教授：教授昇任により正しくは８）
を修正（29）

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。
　　　　

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２８年度に認可（届出）された大学等は設置認可（届出）時）より変更されているものは

　　　　赤字見え消し修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

研究指導 1〜3通
10 12
13 12

10 8

バイオテクノロジー特別演習Ⅱ 1・2・3通 3
10 12
13 12

10 8

バイオテクノロジー特別演習Ⅰ 1・2・3通 3
10 12
13 12

10 8

10 8

バイオテクノロジーインターンシップⅡ 1・2・3通 6
10 12
13 12

10 8

2 3

バイオテクノロジーインターンシップⅠ 1・2・3通 6
10 12
13 12

2 1

植物・生態学 1・2・3後 2 1 4

3 2

生体機能制御学 1・2・3後 2
3 2
3 2

1 0

生命分子構造機能学 1・2・3前 2 2

ゲノム・エピゲノム制御学 1・2・3後 2 2 3

2 1 2 1 2

教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

専
門
科
目
群

昆虫バイオメディカル 1・2・3前 2

科目
区分 授業科目の名称

配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置
備　　　　考

必　修 選　択 自　由

２　授業科目の概要

＜工芸科学研究科　バイオテクノロジー専攻（博士課程）＞

（１） 授業科目表
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[　　　]

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

[　　　] [　　　] [　　　]

科目 科目 科目

2 7 0 9

計（Ａ） 必　修 選　択 自　由 計

科目 科目 科目 科目 科目

（２） 授業科目数

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　　　　　　考

必　修 選　択 自　由

- 6 -



番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 該当なし

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 該当なし

0

9

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　　留意してください。

　　　　「学生への周知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0 ％

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　該当なし

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び

廃止の理由，代替措置の有無

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無
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備考

遊休資産の売却（27）

福知山キャンパス購入
（28）

専攻単位では特定不能
のため、申請大学全体
の数

グローバルコモンズ設
置（27）
レイアウト変更（28）

耐震改修(27)(28)
福知山キャンパス購入
(28)
担当職員の人事異動
(27)(28)(29)
グローバルコモンズ担当
職員の採用(27)

㎡

㎡そ　の　他

合　　　計

65,553
62,204 ㎡

(８)

 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

18,658 ㎡

㎡ ㎡
142,941

151,163 ㎡

㎡
65,553

62,204 ㎡

㎡

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

（
 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

）

（
 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

）

（
 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

）

4,893 ㎡

電子ジャーナル

（
 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

）

学生１人当
り

第１年次

 261　327
 　274　278 室

計

 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

種

工芸科学部・
工芸科学研究科

第３年次

講　義　室

 43　47　44　51 室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

　

図
書
・
設
備

(５)

 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

(６) 図　　書　　館

計

千円

設備購入費

図書購入費

第６年次

千円

第２年次

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

　 1,772 ㎡ 武 道 場 、 弓 道 場 テ ニ ス コ ー ト ６ 面

開設前年度

千円

千円

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 千円 千円

第４年次 第５年次

千円
経費
の見
積り

完成年度

427,000　425,611

開設年度完成年度

千円

442　544　542

千円

千円

収 納 可 能 冊 数

1,906
1,548
1,576

3,033
3,552
3,768
4,118

794
806
885
886

（
3,033
3,552
3,768
4,118
）

（
794
806
885
886
）

（
1,906
1,548
1,576
）

点

（
794
806
885
886
）

1,906
1,548
1,576

（
 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

）

（
 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

）

（
1,906
1,548
1,576
）

（
3,033
3,552
3,768
4,118
）

3,033
3,552
3,768
4,118

794
806
885
886

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

機械・器具

点 点

図　　書

〔うち外国書〕

３　施設・設備の整備状況，経費

教員の退職(27)(28)(29)

㎡

104,592
109,766
113,090

114,414 ㎡

（109,766 ㎡）

208,494
205,145

213,367 ㎡

語学学習施設

（補助職員　 ７ ９　人）

新設学部等の名称 室　　　　　　数

バイオテクノロジー専攻 室

冊

 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

標　　本

 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

（109,766 ㎡）

 34　45　31　34 室

208,494
205,145

213,367 ㎡

18,658 ㎡

㎡

実験実習室

５　室

情報処理学習施設

７ 室

（補助職員 14 15 17人）

運動場用地

小　　　計
142,941

151,163 ㎡

(４) 専任教員研究室

㎡

（　　　　　　㎡） （　　　　　　㎡）

 22　21　20　19

視聴覚資料

校 舎 敷 地

学術雑誌

(２) 校　　　　　舎

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

㎡

㎡ ㎡
124,283

132,505 ㎡
124,283

132,505 ㎡

専攻単位では特定不能
のため、申請大学全体
の数
耐震改修(27)(28)
福知山キャンパス購入
(28)
校舎新設(29)

新規購入・寄贈、除却
による増減
(27)(28)(29)

104,592
109,766
113,090

114,414 ㎡

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計(１) 区　　 分
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　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（29）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

千円
り

納付金 千円 千円 千円千円 千円

学生納付金以外の維持方法の概要

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２９年５月１日現在の数値を記入してください。
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

工芸科学部

応用生物学課程 4 50 200 学士（農学） 1.04
平成18年
度改組

生体分子工学課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より生体分子応用化
学課程に改称

生体分子応用化学課程 4 51 204 学士（工学）
平成26年
度改称 同上

高分子機能工学課程 4 51 204 学士（工学） 1.05
平成18年
度改組 同上

物質工学課程 4 67 268 学士（工学）
平成18年
度改組 同上

電子システム工学課程 4 61 244 学士（工学） 1.07
平成18年
度改組 同上

情報工学課程 4 61 244 学士（工学） 1.03
平成18年
度改組 同上

機械システム工学課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成27年より機械工学課程に
改称

機械工学課程 4 86 344 学士（工学） 1 05
平成27年
度改称 同上

４　既設大学等の状況

京都工芸繊維大学

京都府京都市左京区
松ヶ崎橋上町１番地

機械工学課程 4 86 344 学 （ 学） 1.05 度改称 同上

デザイン経営工学課程 4 40 160 学士（工学） 1.04
平成18年
度改組 同上

造形工学課程 4 － － 学士（工学）
平成18年
度改組 同上

平成26年よりデザイン・建築
学課程に改称

デザイン・建築学課程 4 116 464 学士（工学） 1.02
平成26年
度改称 同上

上記課程共通 50 100

先端科学技術課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成28年より学生
募集停止

工芸科学研究科博士前期課程

応用生物学専攻 2 40 80 修士（農学） 0.86
平成18年
度改組 同上

材料創製化学専攻 2 33 66 修士（工学） 1.13
平成27年
度設置 同上

材料制御化学専攻 2 32 64 修士（工学） 0.85
平成27年
度設置 同上

物質合成化学専攻 2 33 66 修士（工学） 0.94
平成27年
度設置 同上

機能物質化学専攻 2 32 64 修士（工学） 1.06
平成27年
度設置 同上

電子システム工学専攻 2 50 100 修士（工学） 1.08
平成18年
度改組 同上

情報工学専攻 2 46 92 修士（工学） 1.06
平成18年
度改組 同上
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機械システム工学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成27年より学生
募集停止

機械物理学専攻 2 37 74 修士（工学） 0.99
平成27年
度設置 同上

機械設計学専攻 2 30 60 修士（工学） 1.08
平成27年
度設置 同上

デザイン経営工学専攻 2 20 40 修士（工学） 0.92
平成18年
度改組 同上

造形工学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

建築設計学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

デザイン学専攻 2 25 50 修士（工学） 1.02
平成26年
度設置 同上

建築学専攻 2 75 150
修士（工
学）又は
（建築設計
学）

1.05
平成26年
度設置 同上

京都工芸繊維大学・チェンマイ大
学国際連携建築学専攻 2 4 2 修士（学術） 0.50

平成29年
度設置 同上

先端ファイブロ科学
専攻

2 35 70 修士（工学） 0.98
平成18年
度改組 同上

バイオベースマテリ
アル学専攻

2 22 44 修士（工学） 0.56
平成22年
度設置 同上

工芸科学研究科博士後期課程

生命物質科学専攻 3 － －
博士（学
術）又は
（工学）

－
平成18年
度改組 同上

平成27年より学生
募集停止

バイオテクノロジー専攻 3 6 18 博士（学術） 1.11
平成27年
度設置 同上

物質・材料化学専攻 3 13 39
博士（学
術）又は
（工学）

0.43
平成27年
度設置 同上

電子システム工学専攻 3 5 15
博士（学
術）又は
（工学）

0.53
平成27年
度設置 同上

設計工学専攻 3 10 30
博士（学
術）又は
（工学）

0.66
平成18年
度改組 同上

造形科学専攻 3 － －
博士（学
術）又は
（工学）

－
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

デザイン学専攻 3 5 15
博士（学
術）又は
（工学）

0.73
平成26年
度設置 同上

建築学専攻 3 7 21
博士（学
術）又は
（工学）

0.70
平成26年
度設置 同上

先端ファイブロ科学
専攻

3 8 24
博士（学
術）又は
（工学）

1.45
平成18年
度改組 同上

バイオベースマテリ
アル学専攻

3 6 18 博士（工学） 0.72
平成24年
度設置 同上

　

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２９年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

（注意）学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は
「－」とし，「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

（注意）課程認定等により専攻・コースに入学定員を定めている場合は、専攻・コース別にも記入して
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　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

      ・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

　　　　　の 小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。
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・平成28年3月定年退職（28）
・完成年度での専任教員数に含
まれていないため、後任採用な
し
・「生体機能制御学」は、他に
担当教員がいるため、支障はな
い。

・平成29年3月定年退職（29）
・完成年度での専任教員数に含
まれていないため、後任採用な
し
・「生体機能制御学」は、他に
担当教員がいるため、支障はな
い。

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

生体機能制御学

生体機能制御学

ゲノム・エピゲ
ノム制御学

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

専 教授 鈴木　秀之 平成27年4月

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

研究指導

研究指導

昆虫バイオメ
ディカル

生命分子構造機
能学

研究指導

後任なし

片岡　孝夫

研究指導

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

専 教授

専 平成27年4月教授 中島　敏博

研究指導

教授 遠藤　泰久 平成27年4月

平成27年4月

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

研究指導

後任なし

専 教授 秋野　順治 平成27年4月

専 教授 高野　敏行 平成27年4月

中元　朋実

教授 伊藤　雅信 平成27年4月

平成27年4月

専 教授

専

備　　考
専任・

職名

５　教員組織の状況

＜工芸科学研究科　バイオテクノロジー専攻（博士後期課程）＞

（１） 担当教員表

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

氏　　名
（年　齢）

就任予定年月 担当授業科目名職名

専任・

兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　

専

氏　　名
（年　齢）

就任予定年月 担当授業科目名
兼担・

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

研究指導

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

研究指導
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バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

生命分子構造機
能学

（教員審査省略）
・平成28年4月昇任（28）

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

ゲノム・エピゲ
ノム制御学

生命分子構造機
能学

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

研究指導

昆虫バイオメ
ディカル

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

研究指導

ゲノム・エピゲ
ノム制御学

研究指導

植物・生態学

専 准教授 井上　喜博 平成27年4月

准教授 藏本　博史 平成27年4月

生体機能制御学

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

研究指導

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 北島　佐紀人 平成27年4月

研究指導

専

平成27年4月教授 一田　昌利

研究指導

バイオテクノロジー
インターンシップ
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロジー
特別演習Ⅰ、Ⅱ

専 准教授 井沢　真吾 平成27年4月

専 教授 山口　政光

専 准教授 一田　昌利 平成27年4月

平成27年4月

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

研究指導

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

研究指導

半塲　祐子

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

植物・生態学

教授

専 教授

専

専 教授 原田　繁春 平成27年4月

森　肇 平成27年4月

平成27年4月

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

研究指導

- 14 -



（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

研究指導

研究指導

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

（教員審査省略）
・平成28年4月昇任（28）

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

生体機能制御学

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

生体機能制御学

バイオテクノロジー
特別演習Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロジー
インターンシップ
Ⅰ、Ⅱ

研究指導

生命分子構造機
能学

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

昆虫バイオメ
ディカル

専 准教授 堀元　栄枝 平成27年4月

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

齊藤　準

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

研究指導

植物・生態学

研究指導

専 准教授 志波　智生 平成27年4月

専 准教授 平成27年4月

専 准教授 小谷　英治 平成27年4月

教授
宮田　清司

（57）
平成27年4月専 准教授 宮田　清司 平成27年4月

バイオテクノロ
ジー特別演習
Ⅰ、Ⅱ

バイオテクノロ
ジーインターン
シップⅠ、Ⅱ

（注）・　設置時の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

研究指導

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，「設置時の計画」には当該学部等の就任時における満年齢を，「変更状況」には平成２９年５月１日現在の満年齢

　　　　を記入してください。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は，当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画

　　　　変更書」を提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任

　　　　教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出予定

　　　　の場合は「○年○月変更書提出予定」と記入してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導教員数

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導補助教

員数

うち、完成年度時
における設置基準
上の必要教授数

4 3
研究指導教員と合
わせて、7名以上

名 名 名

　　　　算出される教員数を記入してください。
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教　授
計

（Ｂ）

20

［ - ］

　（２）－②　専任教員数

設　置　時　の　計　画 現在（報告書提出時）の状況 現在（報告書提出時）の完成年度時の計画

教　授 准教授 講　師 助　教 計 准教授 講　師 助　教
計

（Ａ）
教　授 准教授 講　師 助　教

10 10 0 0 20
12 8 0 0 20

12 8 0 0

（12） （10） （0） （0） （22） ［　2　］ ［ △2 ］ ［　-　］ ［　-　］

研究指導教
員数

研究指導補
助教員数

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補
助教員数

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当の
教員数

20 0 0

［　-　］

20 0 0
20 0 0

（22） （0） （0）

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の状況」には、報告書提出年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の完成年度時の計画」には、報告書提出年度の５月１日現在、完成年度時に計画している教員数を記入するとともに，

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

［　-　］ ［　-　］

　（２）－③　年齢構成

年齢構成

定年規定の定め
る定年年齢
（歳）

報告書提出時
（上記（Ａ））
の教員のうち、
定年を延長して
採用している教

員数

完成年度時（上
記（Ｂ））の教
員うち、定年を
延長して採用す

る教員数

　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

63　65 0 0

　　　・専門職大学院の場合は，「研究指導教員」を「研究者教員」と，「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

歳 名 名

（注）・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

　　　　および，平成２９年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

合計（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｄ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

辞任等の理由

１ 該当なし

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合，赤字にて記入するとともに，

0 人

必修

自由

計 科目 計 計 計

選択

自由 科目 自由 自由

必修 必修

選択 科目 選択 選択

科目 必修

合計（Ａ） 後任補充状況の集計（Ｂ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

就任辞退（未就任）の理由

１ 該当なし

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目計

（注）・　就任辞退（未就任）及び辞任した全専任教員について，教員数、担当科目数の合計，後任補充の状況を記入ください。

自由

計 科目 計 計

選択 選択

自由 科目 自由 自由

必修 必修

選択 科目 選択
0 人

必修 科目 必修

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ａ）＋（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｂ）＋（Ｄ）

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

（注）・　一度就任した後に、辞任した全ての専任教員の辞任の理由を具体的に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

0 人

必修

自由

計 科目 計 計 計

選択

自由 科目 自由 自由

必修 必修

選択 科目 選択 選択

科目 必修

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

該当なし

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を

　　　　記入してください。
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時

（平成27年４月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成28年２月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成29年２月）

６　留意事項等に対する履行状況等

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の

留　意　事　項　等

該当なし

該当なし

該当なし

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　・　同一設置者が設置する既設学部等に付された意見は、当該大学から提出される全ての報告書に

　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等

　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　してください。

　　　　記入してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

該当なし

　　　京都工芸繊維大学総合教育センター教育評価・FD部会

　　　〔国立大学法人京都工芸繊維大学の組織に関する規則、京都工芸繊維大学総合教育センター規則(部会に関する
　　　　細則含む。)〕添付。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

７　その他全般的事項

工芸科学研究科

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

      平成28年度実績

　　■審議事項

　　　・大学院科目の授業評価アンケートの実施について

　　　・平成28年度第1回教員FD研修会の実施について

　　　・「総合教育センター教育評価・FD部会報告書2015」の原稿確認について

　　平成28年度第2回

　　　■審議事項

　　　・平成28年度第2回教員FD研修会の実施について

　　・　TA実施報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査

委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　・平成28年度第1回(部会員(教員)28名出席)：平成28年7月29日(金)開催

　・平成28年度第2回(部会員(教員)27名出席)：平成29年1月17日(火)開催

　ｃ　委員会の審議事項等

　　平成28年度第1回

　　　・総合教育センター教育評価・FD部会の組織及び業務内容等について

　　　・平成28年度年度計画について

　　　・平成28年度FD事業一覧、スケジュールについて

②　実施状況

　ａ　実施内容
　　・　Web受講登録時学生アンケート　　　　　　　　　 ・　学生による授業評価アンケート
　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート　　　・　授業公開（教員相互の授業参観）
　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）　　　　　・　成績不振学生対象者アンケート
　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　　　　　　・　教員ＦＤ研修会

　ｂ　実施方法

　　・　Web受講登録時学生アンケート：前(春)・後(秋)学期の受講登録期間中Webにより実施。

　　・　学生による授業評価アンケート：成績発表と連動してWebにより実施。

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：前(春)・後(秋)学期の成績報告期間中Webにより実施。
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　　・　TA実施報告書：前(春)・後(秋)学期終了後にTA実施者を対象として報告書様式を配布・回収。

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）:前(春)・後(秋)学期の授業期間中に日程を設定・実施。授業見学・
　　　授業担当の両教員(非常勤講師含む)よりレポート提出。

　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）:後学期期間中の土曜日に学部学生の父母等を対象として大学
　　　構内で実施。当日参加者にアンケート用紙を配布・回収。

　　・　成績不振学生対象アンケート：前学期期間中に前年度の成績が基準に満たなかった学部学生及びその
　　　保護者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　　・　卒業・修了予定者アンケート：卒業・修了予定者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　　・　教員ＦＤ研修会：学内教職員を対象に開催。

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：博士後期課程在籍者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　・　Web受講登録時学生アンケート：在学生を対象として実施
　　　　　前(春)学期：3,517名(回答)〔平成28年4月7日～13日〕
　　　　　後(春)学期：3,370名(回答)〔平成28年9月29日～ 10月4日〕

　　・　学生による授業評価アンケート：学部授業科目及び大学院授業科目(平成28年秋学期より)を対象として実施
　　　　　前学期：646(回収科目数)/650(実施科目数)、後学期：859(回収科目数)/893(実施科目数)
　　　　　〔平成28年7月11日～10月12日、平成29年1月10日～4月14日〕

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：前(春)・後(秋)学期の授業担当教員を対象として実施
　　　　　前(春)学期：188名(回答)/282名(対象)、後(秋)学期：196名(回答)/285名(対象)
　　　　　〔平成28年7月1日～8月19日、平成29年1月10日～2月20日〕

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）:前(春)・後(秋)学期の学部・大学院講義科目を対象として実施
　　　　　前(春)学期：41科目(授業公開)/50名(授業参観者数)、後(秋)学期：43科目(授業公開)/53名(授業参観者数)
　　　　　〔平成28年6月13日～24日、平成28年11月14日～12月9日〕

　　・　教育懇談会：学部学生の父母等を対象とする懇談会
　　　　　参加者数　父母等574名、学長1名、副学長2名、学部長1、各部門から教員42名、事務職員23名
　　　　　〔平成28年12月3日〕

　　・　成績不振学生対象アンケート：前年度の成績が基準に満たなかった学部学生及びその保護者を対象として実施
　　　　　回答者数　学生本人125名(回答)/307名(対象)、保護者93名（回答）/301名(対象)

〔平成28年6月22日～7月20日〕　　　　　〔平成28年6月22日～7月20日〕

　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　：平成29年3月に卒業・修了予定の学生を対象として実施
　　　　　回答者数　380名〔平成29年2月27日～3月24日〕

　　・　TA実施報告書：前(春)・後(秋)学期終了後にTA実施者に報告書の提出を依頼
　　　　　報告数　前(春)学期　提出者435名/対象者458名、後(秋)学期　提出者418名/対象者445名

　　・　教員ＦＤ研修会：教員を対象に実施
　　　　　第1回 参加者数  教員59名〔平成28年11月18日〕
　　　　　第2回 参加者数  教員83名〔平成29年 3月8日〕

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：博士後期課程在籍者を対象として実施
　　　　　回答者数　78名〔平成28年12月12日～平成29年1月13日〕

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　・　Web受講登録時学生アンケート：アンケート回収後、集計・分析を行い授業改善等に取り組んでいる。

　　・　学生による授業評価アンケート：アンケート回収後、毎学期集計・分析を行い、授業担当教員にフィード
　　　バックを行ったうえ、学生・教職員が集計結果を閲覧できるよう学務課HPにデータを掲載し、授業改善等に取
　　　り組んでいる。

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：「学生による授業評価アンケート」の集計結果等をフィード
　　　バックし、その集計結果を今後どのように授業改善への取り組みへ資するのか等についてアンケートを行い、
　　　集計・分析を行い授業改善等に取り組んでいる。

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）：授業公開は、参観する、あるいは参観される教員双方にとって、自らの
　　　授業方法を改めて見つめ直す端緒となる。また、関連する授業科目間の連携や補完関係を深めるための契機と
　　　もなり、本学の教育理念に照らしつつ、各課程・専攻の教育プログラムが効果的に機能し、教育研究目的の達
　　　成度が向上するよう、授業改善に取り組んでいる。

　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）：毎年１回、在学生の父母等を対象に本学の教育や就職状況等
　　　についての説明や個別相談を行うもので、これら個別相談時の意見や当日実施のアンケート集計結果の分析等
　　　を行い、教育プログラム、授業改善及び施設設備等の改善に取り組んでいる。

　　・　成績不振学生対象アンケート：アンケート集計結果について教員にフィードバックし、学生が抱える問題点
　　　を通じて、各課程の教育プログラムが効果的に機能し、教育研究目的の達成度が向上するよう、授業改善等に
　　　取り組んでいる。
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（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　：アンケート集計・分析を行い、必要に応じ総合教育センター教育
　　　プログラム部会においてカリキュラム改正を行う等授業改善に取り組んでいる。

　　・　学生による授業評価アンケート：学部授業科目及び大学院授業科目(平成28年秋学期より)を対象として実施
　　　　　前学期：646(回収科目数)/650(実施科目数)、後学期：859(回収科目数)/893(実施科目数)
　　　　　〔平成28年7月11日～10月12日、平成29年1月10日～4月14日〕

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　・　教員･学生向け：学務課ホームページで集計結果を公開
　　　　　授業科目毎に各設問への回答平均値を掲載している。
　　・　教員向け：担当授業科目の集計結果を配布
　　　　　学生からの回答一覧をグラフ化し、全体平均と比較できる資料を作成している。

　　・TA実施報告書：授業を補助するTAからの報告を集計・分析し、授業改善等に取り組んでいる。

　　・　教員ＦＤ研修会：カリキュラムポリシー(CP)、ディプロマポリシー(DP)について、全教員が共通理解を持ち、
　　　各課程・専攻において具体的な教育実践に取り組むため、以下のテーマを設定し、開催した。

　　　第１回：「授業の英語化と教育のグローバル化を考える－具体的事例から実践的手法を学ぶ－
　　　　　　　①海外教育連携事業による教育活動成果報告
　　　　　　　②講演「授業の英語化のポイントと学生による成果」

　　　第２回：「GLOBAL×LOCAL」視点で考えるFD活動－教員の海外派遣による成果と、理科教育の現在地－」
　　　　　　　①海外教育連携事業による教育活動成果報告
　　　　　　　②講演「理科を学ぶ子ども・教師をめぐって」

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：アンケート集計結果の分析等を行い、博士号取得までの
　　　プロセスや経済的負担、修了後のキャリアパスに関する課題の改善に取り組んでいる。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　昆虫はもとよりヒトを始めとする哺乳動物、植物および微生物における生命現象について、分子、細胞、生物個体か
ら集団そして生態系に至るマルチレベルな生命科学教育に重点を置き、地球環境、資源、食とその安全、健康、医療な
ど人類が直面している諸問題にバイオテクノロジー分野から果敢に取り組むことができる人材育成を目指す。そのた
め、昆虫バイオメディカル領域（Insect Biomedical）、ゲノム・エピゲノム制御学領域（Genomics and
Epigenomics）、生命分子構造機能学領域（Structural Biology and Applied Microbiology）、生体機能制御学領域
（Cell Signaling and Neurosciences）及び植物・生態学領域（Applied Plant and Insect Sciences）の５領域が連携
し、応用生物学部門、生物資源フィールド科学教育研究センター、ショウジョウバエ遺伝資源センター、昆虫バイオメ
ディカル教育研究センターと共にライフサイエンスと農学を中心としたバイオテクノロジーのより実践的な教育を推進
する。

　上記の設置の趣旨・目的のもとでの達成状況に関する総括評価・所見は、以下のようである。

１． 学生の志願状況について
　平成27年度に設置された本研究科バイオテクノロジー専攻は、人材の確保を行うために関係各方面に募集要項などを
配布し、同時に社会人に対しても広報活動を行ってきた。
　その結果、初年度（平成27年度）は、入学定員6名に対して、春入学3名と秋入学6名の合計9名（社会人6名、留学生3
名）が入学し、現在3年次生として在学している。平成28年度は、8名（春入学7名、秋入学1名）が入学している。初年
度と同様に社会人が多くを占め（6名）、一般入試による入学者は2名であった。また、平成29年度は5月時点で入学者数
は3名（いずれも社会人）であるが、これからの秋入学も含めると定員の6名を確保できると考えている。
　本専攻の入学者を見ると、社会人が多いのが目につく。これは社会人に対しても積極的に広報活動を行っている結果
であると考えられる。社会人選抜で入学した学生の職業としては医療や大学関係者が目立ち、本専攻が研究者や高度技
術者としてキャリアを積みつつある社会人に対しても再教育と学位授与を行なうことによって、より高いレベルに育成
することを期待されていることを示している。また、十分にその役割を担っていることが示されている。さらに、一般
選抜による入学者と外国人留学生（ベトナム、タイ）も受け入れており、すべてのカテゴリーにおいて入学者が存在し
ている。今後も、特に社会人選抜で入学を希望する者の安定的な需要を見込むことができ、専攻として一段と社会人教

（３） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

- 22 -



（４） 情報公表に関する事項

　ａ　公表（予定）時期

③　認証評価を受ける計画

　　・平成３０年３月　公表予定

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　ｂ　公表方法

　　・自己点検・評価報告書を刊行し、他大学（９０大学）及び希望者に各１冊を配布

　　・大学ホームページ上に公開予定（平成３０年３月末を予定）

　　・平成３３年度に評価機関（大学改革支援・学位授与機構）の評価を受けるべく，学内で検討中

　　　　いて記入してください。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

②　自己点検・評価報告書

育に力を注いでいく。一方、一般選抜による入学者の確保は本学本専攻だけでなく他大学を見ても容易でなく、学位取
得後のキャリアパスを考えていく必要がある。

２． 教育方法について
　カリキュラムは設置申請どおりに開講し変更は行わない。すなわち、本専攻の強みであるカイコやショウジョウバエ
に加えアリ・ハチ・ゴキブリなどの社会性昆虫を扱う昆虫科学を基盤とする先端的なバイオテクノロジーを微生物、植
物、哺乳動物にまで対象を拡げた教育を展開する。さらに分子レベル、細胞レベルの生物学についても先端的な教育を
実践し、医療、化粧品、食品、環境などの分野で、諸問題を解決できる実践的な研究能力をもった研究者や高度技術者
の養成を目指す。

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成２９年６月下旬予定　）

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（フルヤマ　マサオ）

古山　正雄
（平成24年４月１日）

（モリサコ　キヨタカ）

森迫　清貴
（平成24年４月１日）

（オオタニ　ヨシオ）

大谷　芳夫
（平成26年12月２日）

（モリ　ハジメ）

森　肇
（平成26年４月１日）

（オハラ　ヤスノブ） （ワタナベ　ヒデキ）

小原　康伸 渡部　英樹
（平成26年１月１日） （平成28年４月１日）

（モリ　ハジメ）

森　肇
（平成27年４月１日）

（ツツミ　ナオト）

堤　直人
（平成27年４月１日）

　　　　　　平成２９年度に報告する内容　→（29）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は，各職に相当する職名の方を記載してください。

専攻長

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成２７年度に報告済の内容　→（27）

理事

退職のため
平成28年４月１日（28）

研究科長

（４） 管理運営組織

職　　名

学長

　　　〒６０６－８５８５
　　　　京都府京都市左京区松ヶ崎橋上町１番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

（２） 大　学　名
　　　　京都工芸繊維大学

（３） 大学の位置

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　国立大学法人　京都工芸繊維大学
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年 人 人

報告年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人

　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号
　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　（５）－②　調査対象研究科等の入学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
平均入学定員

超 過 率
備　　考

（注）・「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。
　　　・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

博士（工学）

博士（学術）

　 3 13 39

　

工学関係

基礎となる学部等

　工芸科学研究科

工芸科学部

　物質・材料化学専攻

　（５）－①　調査対象研究科等の名称等

調査対象研究科等
の名称（学位）

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 収容定員

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　様式は，平成２７年度開設の博士後期課程の場合（平成２９年度までの３年間）ですが，開設年度・

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が２年以下の場合には欄を削除し，４年以上の場合

　　　　には，欄を設けてください。）

2 5 3 3 6

(　1　) (　2　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ 1 ] [ 3 ] [ 2 ] [ 2 ] [ 1 ] [ 　 ]

2 5 3 3 6

(　1　) (　2　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ 1 ] [ 3 ] [ 2 ] [ 2 ] [ 1 ] [ 　 ]

2 5 3 3 6

(　1　) (　2　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ 1 ] [ 3 ] [ 2 ] [ 2 ] [ 1 ] [ 　 ]

2 5 3 3 6

(　1　) (　2　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ 1 ] [ 3 ] [ 2 ] [ 2 ] [ 1 ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「社会人」については，認可申請書において貴学が定める社会人の定義に従って記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

0.15 0.53 0.23　0.46 0.46

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・ （　 ）内には，社会人の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

 0.15倍
 0.38倍
0.48倍

(　-　) (　-　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

Ａ　 入学定員
13 13 13

(　-　)

[ 　-　 ]
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　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

報告年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　 1　] [　3　] [ 2 ] [　3　] [ 1 ] [　2　]

（　-　） （　-　） （　-　） （　-　）

2 5 3 5 6 3

[ 1 ] [　　 ] [ 2 ] [　3　]

（ - ） （　　） （　-　） （　-　）

1 3 5

[ 1 ] [　　 ]

（　-　） （　-　）

1

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

9 18

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

計

[　1 4　] [　 6　 ] [　　9　 ]

（　 -　 ） （　 -　 ） （　　- 　 ）

2 7

　（５）－③　調査対象研究科等の在学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
備　　　　　考

１年次

　

２年次

３年次

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２７年度 1 人 0 人 仕事の都合のため（１名）

平成２８年度 0 人 0 人

平成２９年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

平成２９年度 0 人 0 人

6 人 0 人 平成２９年度 0 人 0 人 0.00 ％

19 人 1 人 5.26 ％

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２９年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　ありません。）

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

％

平成２７年度
入学者

2
7

　 ・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

平成２９年度
入学者

合　　計

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

％

退学者数（内訳）

退学者数

平成２８年度
入学者

3
6

人 0 人 0.00

退学者数の
うち留学生数

人 1 人 14.28

　　　区　分

対象年度

入学者数（b） 退学者数（a） 主な退学理由
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授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員2名に変更しました(27)
授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員3名に変更しました(28)

H27修正漏れ（教授：担当者の見直しにより正し
くは０）を修正（29）

兼 1

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員3名に変更しました(27)

H27AC誤記（教授：修正の必要はなく正しくは
２）、H27修正漏れ（兼務：設置計画書の誤記で
あり正しくは０）を修正（29）

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員3名に変更しました(27)

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員2名に変更しました(27)

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員3名に変更しました(27)

H27AC修正漏れ（担当教員の昇任に伴う変更）
(28)

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員3名に変更しました(27)

担当教員の定年退職に伴い、科目担当者の見直し
を行いました(H28)

退職に伴う担当者の見直しによる修正（29）

授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員3名に変更しました(27)
授業内容と担当教員の見直しを行なった結果、専
任教員4名に変更しました(28)

担当教員の定年退職に伴い、科目担当者の見直し
を行いました(H28)

クォーター制導入に伴いカリキュラムを再検討し
た結果、後学期へ変更としました(27)

退職に伴う担当者の見直しによる修正(29)

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教員
は正しくは30、准教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは20）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直しにより正しくは28）を修正
（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任、新規採
用による修正（教授：28→27）（29）

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教員
は正しくは30、准教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは20）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直しにより正しくは28）を修正
（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任、新規採
用による修正（教授：28→27）（29）

２　授業科目の概要

＜工芸科学研究科　物質・材料化学専攻（博士後期課程）＞

（１） 授業科目表

科目
区分 授業科目の名称

配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置
備　　　　考

必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

専
門
科
目

バ
イ
オ
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー

ド
領
域

生体分子機構解析学 1・2・3後 2 2 1

生体分子機能化学 1・2・3前 2 2 1 2 2 1

分離機能材料学 1・2・3前 2 1 1

環境物質化学 1・2・3前 2 2 1 2 1

ナ
ノ
・
マ
テ
リ
ア
ル
領
域

制御分子構造学 1・2・3前 2 1 1

ナノ構造物質学 1・2・3前 2 3 1

ナノ物質加工学 1・2・3後 2 2 1 2

モ
レ
キ
ュ

ラ
ー

デ
ザ
イ
ン
領
域

生体分子設計学 1・2・3後 2 2 1 2 1

精密重合高分子 1・2・3後 2 1 2

精密物質合成学 1・2・3後 2 4 3

立体機能物質化学 1・2・3前 2 2 1

ソ
フ
ト
マ
テ
リ
ア
ル
領
域

繊維性高分子材料組織学 1・2・3前 2 1 2 2 1

高分子機能物性学 1・2・3後 2 3 2 1

ソフトマテリアル創成学 1・2・3後 2 2 1 1

高分子形態制御学 1・2・3後 2 2 2 1 2

フ
ォ

ト
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク

ス
領
域

電子機能高分子創成学 1・2・3前 2 1 1

光機能高分子創成学 1・2・3 前後 2 1 1

光エネルギー物質科学 1・2・3後 2 2 1 1

物質・材料化学インターンシップⅠ 1・2・3通 6
33 30
28 27

23 20

物質・材料化学インターンシップⅡ 1・2・3通 6
33 30
28 27

23 20
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H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教員
は正しくは30、准教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは20）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直しにより正しくは28）を修正
（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任、新規採
用による修正（教授：28→27）（29）

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教員
は正しくは30、准教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは20）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直しにより正しくは28）を修正
（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任、新規採
用による修正（教授：28→27）（29）

H27AC修正漏れ（教授：H27.5.1時点での専任教員
は正しくは30、准教授：H27.5.1時点での専任教
員は正しくは20）、H28AC修正漏れ（教授：退職
に伴う担当者の見直しにより正しくは28）を修正
（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任、新規採
用による修正（教授：28→27）（29）

物質・材料化学特別演習Ⅰ 1・2・3通 3
33 30
28 27

23 20

物質・材料化学特別演習Ⅱ 1・2・3通 3
33 30
28 27

23 20

研究指導 1～3通
33 30
28 27

23 20

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２８年度に認可（届出）された大学等は設置認可（届出）時）より変更されているものは

　　　　赤字見え消し修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。
　　　　

（２） 授業科目数

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　　　　　　考

必　修 選　択 自　由 計（Ａ） 必　修 選　択 自　由 計

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

2 20 0 22

[　　　] [　　　] [　　　] [　　　]

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 該当なし

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 該当なし

0

22

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

廃止の理由，代替措置の有無

0 ％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　該当なし

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　　留意してください。

　　　　「学生への周知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝
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備考

遊休資産の売却（27）

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

福知山キャンパス購入
（28）

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
124,283

132,505 ㎡
㎡ ㎡

124,283
132,505 ㎡

運動場用地 18,658 ㎡ ㎡ ㎡ 18,658 ㎡

小　　　計
142,941

151,163 ㎡
㎡ ㎡

142,941
151,163 ㎡

そ　の　他
65,553

62,204 ㎡
㎡ ㎡

65,553
62,204 ㎡

合　　　計
208,494
205,145

213,367 ㎡
㎡ ㎡

208,494
205,145

213,367 ㎡

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

104,592
109,766
113,090

114,414 ㎡

㎡ ㎡

104,592
109,766
113,090

114,414 ㎡

専攻単位では特定不能
のため、申請大学全体
の数
耐震改修(27)(28)
福知山キャンパス購入
(28)
校舎新設(29)（109,766 ㎡） （　　　　　　㎡） （　　　　　　㎡） （109,766 ㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設
耐震改修(27)(28)
福知山キャンパス購入
(28)
担当職員の人事異動
(27)(28)(29)
グローバルコモンズ担当
職員の採用(27)

 43　47　44　51 室  34　45　31　34 室
 261　327

 　274　278 室

７ 室 ５　室

（補助職員 14 15 17人） （補助職員　 ７ ９　人）

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

教員の退職(27)(28)(29)
物質・材料化学専攻  55　51　49　47 室

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

〔うち外国書〕 点

機械・器具 標　　本

専攻単位では特定不能
のため、申請大学全体
の数

(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

図
書
・
設
備

冊 種 点 点

工芸科学部・
工芸科学研究科

 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

1,906
1,548
1,576

3,033
3,552
3,768
4,118

794
806
885
886

新規購入・寄贈、除却
による増減
(27)(28)(29)

（
 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

）

（
 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

）

（
 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

）

（
1,906
1,548
1,576
）

（
3,033
3,552
3,768
4,118
）

（
794
806
885
886
）

計

 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

1,906
1,548
1,576

3,033
3,552
3,768
4,118

794
806
885
886

（
 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

）

（
 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

）

（
 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

）

（
1,906
1,548
1,576
）

（
3,033
3,552
3,768
4,118
）

（
794
806
885
886
）

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

グローバルコモンズ設
置（27）
レイアウト変更（28）

4,893 ㎡ 442　544　542 427,000　425,611

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

　 1,772 ㎡ 武 道 場 、 弓 道 場 テ ニ ス コ ー ト ６ 面

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分 開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 千円 千円 図書購入費 千円 千円 千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 千円 千円 設備購入費 千円 千円 千円

学生１人当
り

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次
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り
納付金 千円 千円 千円 千円 千円 千円

学生納付金以外の維持方法の概要

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２９年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（29）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

工芸科学部

応用生物学課程 4 50 200 学士（農学） 1.04
平成18年
度改組

生体分子工学課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より生体分子応用化
学課程に改称

生体分子応用化学課程 4 51 204 学士（工学）
平成26年
度改称 同上

高分子機能工学課程 4 51 204 学士（工学） 1.05
平成18年
度改組 同上

物質工学課程 4 67 268 学士（工学）
平成18年
度改組 同上

電子システム工学課程 4 61 244 学士（工学） 1.07
平成18年
度改組 同上

情報工学課程 4 61 244 学士（工学） 1.03
平成18年
度改組 同上

機械システム工学課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成27年より機械工学課程に
改称

機械工学課程 4 86 344 学士（工学） 1 05
平成27年
度改称 同上

４　既設大学等の状況

京都工芸繊維大学

京都府京都市左京区
松ヶ崎橋上町１番地

機械工学課程 4 86 344 学 （ 学） 1.05 度改称 同上

デザイン経営工学課程 4 40 160 学士（工学） 1.04
平成18年
度改組 同上

造形工学課程 4 － － 学士（工学）
平成18年
度改組 同上

平成26年よりデザイン・建築
学課程に改称

デザイン・建築学課程 4 116 464 学士（工学） 1.02
平成26年
度改称 同上

上記課程共通 50 100

先端科学技術課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成28年より学生
募集停止

工芸科学研究科博士前期課程

応用生物学専攻 2 40 80 修士（農学） 0.86
平成18年
度改組 同上

材料創製化学専攻 2 33 66 修士（工学） 1.13
平成27年
度設置 同上

材料制御化学専攻 2 32 64 修士（工学） 0.85
平成27年
度設置 同上

物質合成化学専攻 2 33 66 修士（工学） 0.94
平成27年
度設置 同上

機能物質化学専攻 2 32 64 修士（工学） 1.06
平成27年
度設置 同上

電子システム工学専攻 2 50 100 修士（工学） 1.08
平成18年
度改組 同上

情報工学専攻 2 46 92 修士（工学） 1.06
平成18年
度改組 同上
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機械システム工学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成27年より学生
募集停止

機械物理学専攻 2 37 74 修士（工学） 0.99
平成27年
度設置 同上

機械設計学専攻 2 30 60 修士（工学） 1.08
平成27年
度設置 同上

デザイン経営工学専攻 2 20 40 修士（工学） 0.92
平成18年
度改組 同上

造形工学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

建築設計学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

デザイン学専攻 2 25 50 修士（工学） 1.02
平成26年
度設置 同上

建築学専攻 2 75 150
修士（工
学）又は
（建築設計
学）

1.05
平成26年
度設置 同上

京都工芸繊維大学・チェンマイ大
学国際連携建築学専攻 2 4 2 修士（学術） 0.50

平成29年
度設置 同上

先端ファイブロ科学
専攻

2 35 70 修士（工学） 0.98
平成18年
度改組 同上

バイオベースマテリ
アル学専攻

2 22 44 修士（工学） 0.56
平成22年
度設置 同上

工芸科学研究科博士後期課程

生命物質科学専攻 3 － －
博士（学
術）又は
（工学）

－
平成18年
度改組 同上

平成27年より学生
募集停止

バイオテクノロジー専攻 3 6 18 博士（学術） 1.11
平成27年
度設置 同上

物質・材料化学専攻 3 13 39
博士（学
術）又は
（工学）

0.43
平成27年
度設置 同上

電子システム工学専攻 3 5 15
博士（学
術）又は
（工学）

0.53
平成27年
度設置 同上

設計工学専攻 3 10 30
博士（学
術）又は
（工学）

0.66
平成18年
度改組 同上

造形科学専攻 3 － －
博士（学
術）又は
（工学）

－
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

デザイン学専攻 3 5 15
博士（学
術）又は
（工学）

0.73
平成26年
度設置 同上

建築学専攻 3 7 21
博士（学
術）又は
（工学）

0.70
平成26年
度設置 同上

先端ファイブロ科学
専攻

3 8 24
博士（学
術）又は
（工学）

1.45
平成18年
度改組 同上

バイオベースマテリ
アル学専攻

3 6 18 博士（工学） 0.72
平成24年
度設置 同上

　

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２９年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

（注意）学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は
「－」とし，「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

（注意）課程認定等により専攻・コースに入学定員を定めている場合は、専攻・コース別にも記入して
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　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　　の 小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。

      ・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，
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光機能高分子創
成学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

高分子機能物性
学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

光エネルギー物
質科学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 角野　広平 平成27年4月

ナノ構造物質学

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ専 教授 一ノ瀬　暢之 平成27年4月

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 浦山　健治 平成27年4月

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 池田　憲昭 平成27年4月

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 柄谷　肇 平成27年4月

生体分子機構解
析学

専 教授 亀井　加恵子 平成27年4月

生体分子機能化
学

５　教員組織の状況

＜工芸科学研究科　物質・材料化学専攻（博士後期課程）＞

（１） 担当教員表

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

備　　考
専任・

職名
氏　　名
（年　齢）

就任予定年月 担当授業科目名

専任・

担当授業科目名
兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　

職名
氏　　名

（年　齢）
就任予定年月

専 教授 池田　裕子 平成27年4月

生体分子設計学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導
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高分子形態制御
学
物質・材料化学
インターンシッ

後任未定

・平成29年3月定年退職（29）
・「光エネルギー物質科学」
は、他に担当教員がいるため、
支障はない。

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 小林　久芳 平成27年4月

光エネルギー物
質科学

後任未定

・平成28年3月定年退職（28）
・「ソフトマテリアル創成学」
は、他に担当教員がいるため、
支障はない。

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

教授 高廣　克己 平成27年4月

ナノ構造物質学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 今野　勉 平成27年4月

精密物質合成学

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 田中　克史 平成27年4月

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 猿山　靖夫 平成27年4月

繊維性高分子材
料組織学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 田中　直毅 平成27年4月

生体分子機構解
析学

研究指導

専 教授 田嶋　邦彦 平成27年4月

制御分子構造学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専

専 教授 清水　正毅 平成27年4月

精密物質合成学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

専 教授 川瀬　徳三 平成27年4月 物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

ソフトマテリア
ル創成学
物質・材料化学
インターンシッ
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後任未定

・平成29年3月定年退職（29）
・「ソフトマテリアル創成学」
は、他に担当教員がいるため、
支障はない。物質・材料化学

特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

ソフトマテリア
ル創成学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ専 教授 塚原　安久 平成27年4月

生体分子機能化学

物質・材料化学イン
ターンシップⅠ、Ⅱ

物質・材料化学特別
演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 前田　耕治 平成27年4月

環境物質化学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 PEZZOTTI,G 平成27年4月

ナノ構造物質学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 原田　俊郎 平成27年4月

立体機能物質化
学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 中　建介 平成27年4月

立体機能物質化
学

専 教授

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

藤原　進 平成27年4月

繊維性高分子材
料組織学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 堤　直人 平成27年4月

高分子機能物性
学

専 教授 堀内　淳一 平成27年4月

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

教授
堀内　淳一

（58）
平成27年4月

・平成28年4月から「生体分子機
能化学」の担当教員を見直した
（28）

専 教授 堀田　収 平成27年4月 後任未定

・平成28年3月定年退職（28）
・「電子機能高分子創成学」
は、他に担当教員がいるため、
支障はない。物質・材料化学

特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

電子機能高分子
創成学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ
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物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

制御分子構造学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

平成27年4月

分離機能材料学

研究指導

老田　達生

専 准教授 金折　賢二 平成27年4月

専 准教授 池上　亨

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

専 准教授 浅岡　定幸 平成27年4月

精密重合高分子

教授専 准教授 老田　達生 平成27年4月

研究指導

ソフトマテリア
ル創成学

物質・材料化学イン
ターンシップⅠ、Ⅱ

物質・材料化学特別
演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

ソフトマテリアル創
成学

箕田　雅彦 平成27年4月

精密物質合成学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 宮田　貴章 平成27年4月

高分子形態制御
学

宮本　真敏 平成27年4月

専 教授

専 教授

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

精密重合高分子

研究指導

専 教授 若杉　隆 平成27年4月

ナノ物質加工学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 教授 山田　悦 平成27年4月 物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

平成27年4月
（教員審査省略）
・平成29年1月昇任（29）
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物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 塩見　治久 平成27年4月

ナノ物質加工学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 塩野　剛司 平成27年4月

ナノ物質加工学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 楠川　隆博 平成27年4月

立体機能物質化
学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 坂井　亙 平成27年4月

高分子機能物性
学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 熊田　陽一 平成27年4月

生体分子機能化
学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 佐々木　健 平成27年4月

精密重合高分子

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 小堀　哲生 平成27年4月

生体分子設計学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 北所　健悟 平成27年4月

生体分子機構解
析学
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光エネルギー物
質科学

准教授 中西　英行

准教授 髙﨑　緑 平成27年4月
・平成28年4月から「高分子形態
制御学」の担当教員を見直した
（28）物質・材料化学

特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

高分子形態制御学

物質・材料化学イン
ターンシップⅠ、Ⅱ

専 准教授 髙﨑　緑 平成27年4月

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 吉田　裕美 平成27年4月

環境物質化学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 竹内　信行 平成27年4月

ナノ構造物質学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 山雄　健史 平成27年4月

電子機能高分子
創成学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 八尾　晴彦 平成27年4月

繊維性高分子材
料組織学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 町田真二郎 平成27年4月

光機能高分子創
成学

物質・材料化学
インターンシッ
プⅠ、Ⅱ

物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

専 准教授 則末　智久 平成27年4月

高分子形態制御
学

平成29年1月
・平成29年１月から、設置計画
時に新規採用するとしていた教
員を採用（29）

物質・材料化学特別
演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学イン
ターンシップⅠ、Ⅱ

専

専 准教授 湯村　尚史 平成27年4月
物質・材料化学
インターンシッ
物質・材料化学
特別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

物質・材料化学特別
演習Ⅰ、Ⅱ

（注）・　設置時の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

研究指導
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

　（２）－②　専任教員数

教　授
計

（Ｂ）

47

［△9］

　（２）－③　年齢構成

　　　・　年齢は，「設置時の計画」には当該学部等の就任時における満年齢を，「変更状況」には平成２９年５月１日現在の満年齢

　　　　を記入してください。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は，当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画

　　　　変更書」を提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任

　　　　教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出予定

4
研究指導教員と合
わせて７名以上

　　　　の場合は「○年○月変更書提出予定」と記入してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

名 名 名

　　　　算出される教員数を記入してください。

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導教員数

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導補助教

員数

うち、完成年度時
における設置基準
上の必要教授数

5

設　置　時　の　計　画 現在（報告書提出時）の状況 現在（報告書提出時）の完成年度時の計画

教　授 准教授 講　師 助　教 計 准教授 講　師 助　教
計

（Ａ）
教　授 准教授 講　師 助　教

33 23 0 0 56
27 20 0 0 47

27 20 0 0

（30） （20） （0） （0） （50） ［ △6 ］ ［ △3 ］ ［　-　］ ［ - ］

研究指導教
員数

研究指導補
助教員数

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補
助教員数

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当の
教員数

56 0 0
47 0 0

47 0 0

（50） （0） （0） ［ △9 ］ ［　-　］ ［　-　］

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の状況」には、報告書提出年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の完成年度時の計画」には、報告書提出年度の５月１日現在、完成年度時に計画している教員数を記入するとともに，

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

年齢構成

定年規定の定め
る定年年齢
（歳）

報告書提出時
（上記（Ａ））
の教員のうち、
定年を延長して
採用している教

員数

完成年度時（上
記（Ｂ））の教
員うち、定年を
延長して採用す

る教員数

63　65 0 0

　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

　　　・専門職大学院の場合は，「研究指導教員」を「研究者教員」と，「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

歳 名 名

（注）・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

　　　　および，平成２９年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

合計（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｄ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

辞任等の理由

１ 該当なし

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合，赤字にて記入するとともに，

0 人

計 科目 計 計 計

科目

科目

科目

合計（Ａ） 後任補充状況の集計（Ｂ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

就任辞退（未就任）の理由

１ 該当なし

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目計

（注）・　就任辞退（未就任）及び辞任した全専任教員について，教員数、担当科目数の合計，後任補充の状況を記入ください。

計 科目 計 計

科目

科目
0 人

科目

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ａ）＋（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｂ）＋（Ｄ）

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

（注）・　一度就任した後に、辞任した全ての専任教員の辞任の理由を具体的に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

0 人

計 科目 計 計 計

科目

科目

科目

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

該当なし

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を

　　　　記入してください。
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時

（平成27年４月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成28年２月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成29年２月）

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項　等

該当なし

該当なし

該当なし

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の

　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等

　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。

　　　・　同一設置者が設置する既設学部等に付された意見は、当該大学から提出される全ての報告書に

　　　　記入してください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

該当なし

　　　京都工芸繊維大学総合教育センター教育評価・FD部会

７　その他全般的事項

工芸科学研究科

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　　〔国立大学法人京都工芸繊維大学の組織に関する規則、京都工芸繊維大学総合教育センター規則(部会に関する
　　　　細則含む。)〕添付。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

      平成28年度実績

　　■審議事項

　　　・大学院科目の授業評価アンケートの実施について

　　　・平成28年度第1回教員FD研修会の実施について

　　　・「総合教育センター教育評価・FD部会報告書2015」の原稿確認について

　　平成28年度第2回

　　　■審議事項

　　　・平成28年度第2回教員FD研修会の実施について

　　・　TA実施報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査

委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　・平成28年度第1回(部会員(教員)28名出席)：平成28年7月29日(金)開催

　・平成28年度第2回(部会員(教員)27名出席)：平成29年1月17日(火)開催

　ｃ　委員会の審議事項等

　　平成28年度第1回

　　　・総合教育センター教育評価・FD部会の組織及び業務内容等について

　　　・平成28年度年度計画について

　　　・平成28年度FD事業一覧、スケジュールについて

②　実施状況

　ａ　実施内容
　　・　Web受講登録時学生アンケート　　　　　　　　　 ・　学生による授業評価アンケート
　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート　　　・　授業公開（教員相互の授業参観）
　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）　　　　　・　成績不振学生対象者アンケート
　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　　　　　　・　教員ＦＤ研修会

　ｂ　実施方法

　　・　Web受講登録時学生アンケート：前(春)・後(秋)学期の受講登録期間中Webにより実施。

　　・　学生による授業評価アンケート：成績発表と連動してWebにより実施。

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：前(春)・後(秋)学期の成績報告期間中Webにより実施。
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　　・　TA実施報告書：前(春)・後(秋)学期終了後にTA実施者を対象として報告書様式を配布・回収。

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）:前(春)・後(秋)学期の授業期間中に日程を設定・実施。授業見学・
　　　授業担当の両教員(非常勤講師含む)よりレポート提出。

　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）:後学期期間中の土曜日に学部学生の父母等を対象として大学
　　　構内で実施。当日参加者にアンケート用紙を配布・回収。

　　・　成績不振学生対象アンケート：前学期期間中に前年度の成績が基準に満たなかった学部学生及びその
　　　保護者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　　・　卒業・修了予定者アンケート：卒業・修了予定者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　　・　教員ＦＤ研修会：学内教職員を対象に開催。

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：博士後期課程在籍者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　・　Web受講登録時学生アンケート：在学生を対象として実施
　　　　　前(春)学期：3,517名(回答)〔平成28年4月7日～13日〕
　　　　　後(春)学期：3,370名(回答)〔平成28年9月29日～ 10月4日〕

　　・　学生による授業評価アンケート：学部授業科目及び大学院授業科目(平成28年秋学期より)を対象として実施
　　　　　前学期：646(回収科目数)/650(実施科目数)、後学期：859(回収科目数)/893(実施科目数)
　　　　　〔平成28年7月11日～10月12日、平成29年1月10日～4月14日〕

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：前(春)・後(秋)学期の授業担当教員を対象として実施
　　　　　前(春)学期：188名(回答)/282名(対象)、後(秋)学期：196名(回答)/285名(対象)
　　　　　〔平成28年7月1日～8月19日、平成29年1月10日～2月20日〕

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）:前(春)・後(秋)学期の学部・大学院講義科目を対象として実施
　　　　　前(春)学期：41科目(授業公開)/50名(授業参観者数)、後(秋)学期：43科目(授業公開)/53名(授業参観者数)
　　　　　〔平成28年6月13日～24日、平成28年11月14日～12月9日〕

　　・　教育懇談会：学部学生の父母等を対象とする懇談会
　　　　　参加者数　父母等574名、学長1名、副学長2名、学部長1、各部門から教員42名、事務職員23名
　　　　　〔平成28年12月3日〕

　　・　成績不振学生対象アンケート：前年度の成績が基準に満たなかった学部学生及びその保護者を対象として実施
　　　　　回答者数　学生本人125名(回答)/307名(対象)、保護者93名（回答）/301名(対象)

〔平成28年6月22日～7月20日〕　　　　　〔平成28年6月22日～7月20日〕

　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　：平成29年3月に卒業・修了予定の学生を対象として実施
　　　　　回答者数　380名〔平成29年2月27日～3月24日〕

　　・　TA実施報告書：前(春)・後(秋)学期終了後にTA実施者に報告書の提出を依頼
　　　　　報告数　前(春)学期　提出者435名/対象者458名、後(秋)学期　提出者418名/対象者445名

　　・　教員ＦＤ研修会：教員を対象に実施
　　　　　第1回 参加者数  教員59名〔平成28年11月18日〕
　　　　　第2回 参加者数  教員83名〔平成29年 3月8日〕

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：博士後期課程在籍者を対象として実施
　　　　　回答者数　78名〔平成28年12月12日～平成29年1月13日〕

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　・　Web受講登録時学生アンケート：アンケート回収後、集計・分析を行い授業改善等に取り組んでいる。

　　・　学生による授業評価アンケート：アンケート回収後、毎学期集計・分析を行い、授業担当教員にフィード
　　　バックを行ったうえ、学生・教職員が集計結果を閲覧できるよう学務課HPにデータを掲載し、授業改善等に取
　　　り組んでいる。

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：「学生による授業評価アンケート」の集計結果等をフィード
　　　バックし、その集計結果を今後どのように授業改善への取り組みへ資するのか等についてアンケートを行い、
　　　集計・分析を行い授業改善等に取り組んでいる。

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）：授業公開は、参観する、あるいは参観される教員双方にとって、自らの
　　　授業方法を改めて見つめ直す端緒となる。また、関連する授業科目間の連携や補完関係を深めるための契機と
　　　もなり、本学の教育理念に照らしつつ、各課程・専攻の教育プログラムが効果的に機能し、教育研究目的の達
　　　成度が向上するよう、授業改善に取り組んでいる。

　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）：毎年１回、在学生の父母等を対象に本学の教育や就職状況等
　　　についての説明や個別相談を行うもので、これら個別相談時の意見や当日実施のアンケート集計結果の分析等
　　　を行い、教育プログラム、授業改善及び施設設備等の改善に取り組んでいる。

　　・　成績不振学生対象アンケート：アンケート集計結果について教員にフィードバックし、学生が抱える問題点
　　　を通じて、各課程の教育プログラムが効果的に機能し、教育研究目的の達成度が向上するよう、授業改善等に
　　　取り組んでいる。
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（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　：アンケート集計・分析を行い、必要に応じ総合教育センター教育
　　　プログラム部会においてカリキュラム改正を行う等授業改善に取り組んでいる。

　　・　学生による授業評価アンケート：学部授業科目及び大学院授業科目(平成28年秋学期より)を対象として実施
　　　　　前学期：646(回収科目数)/650(実施科目数)、後学期：859(回収科目数)/893(実施科目数)
　　　　　〔平成28年7月11日～10月12日、平成29年1月10日～4月14日〕

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　・　教員･学生向け：学務課ホームページで集計結果を公開
　　　　　授業科目毎に各設問への回答平均値を掲載している。
　　・　教員向け：担当授業科目の集計結果を配布
　　　　　学生からの回答一覧をグラフ化し、全体平均と比較できる資料を作成している。

　　・TA実施報告書：授業を補助するTAからの報告を集計・分析し、授業改善等に取り組んでいる。

　　・　教員ＦＤ研修会：カリキュラムポリシー(CP)、ディプロマポリシー(DP)について、全教員が共通理解を持ち、
　　　各課程・専攻において具体的な教育実践に取り組むため、以下のテーマを設定し、開催した。

　　　第１回：「授業の英語化と教育のグローバル化を考える－具体的事例から実践的手法を学ぶ－
　　　　　　　①海外教育連携事業による教育活動成果報告
　　　　　　　②講演「授業の英語化のポイントと学生による成果」

　　　第２回：「GLOBAL×LOCAL」視点で考えるFD活動－教員の海外派遣による成果と、理科教育の現在地－」
　　　　　　　①海外教育連携事業による教育活動成果報告
　　　　　　　②講演「理科を学ぶ子ども・教師をめぐって」

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：アンケート集計結果の分析等を行い、博士号取得までの
　　　プロセスや経済的負担、修了後のキャリアパスに関する課題の改善に取り組んでいる。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　法人化後の2006 年に、『個性的で感性豊かな国際的工科系大学』を目指して大学院の改組が行われ、「生物・生命科
学と応用化学の融合を基に、高度な機能を持つ新規な物質・材料を生みだすことのできる教育研究体制をつくること」
を目的として、生物、応用化学（物質・材料）関連の分野を結集し生命物質科学専攻が設置された。その後の平成27年
（2015年）に、それぞれの分野群の更なる発展と、本学大学院博士後期課程での生物領域（バイオテクノロジー専
攻）、応用化学領域（物質・材料化学専攻）での教育研究機能の強化を狙うとともに、ミッション再定義を踏まえた強
み・特色の明確化を図る観点から、個々独立した専攻としてスタートし、現在に至っている。
上記の設置の趣旨・目的のもとでの達成状況に関する総括評価・所見は、以下のようである。

１． 学生の志願状況について
　平成27年度に改組設置された本研究科物質・材料化学専攻博士後期課程は，フォトエレクトロニクス、ソフトマテリ
アル、精密物質設計・合成（モレキュラーデザイン）、及び生体機能への化学的アプローチ（バイオインスパイアード
化学）などの分野において、教育研究を推進し、同時に、これらの教育研究を通じて、次代を担う革新的な機能材料の
開発研究で先導的役割を果たしうる、創造性豊かで実践的外国語能力や国際経験を有し、国際舞台で活躍できる傑出し
た人材の育成を目指す。
　そのための人材を確保するために，日本化学会誌に広報するなど学生の確保に設置以来務めてきた。
　 平成27年度 平成28年度 平成29年度

一般 0 1 5
社会人 1 0 0
外国人 1 2 1

一般（秋季入学） 0 0 0
社会人（秋季入学） 2 1 （１）検討中
外国人（秋季入学） 3 2 3

計 7 6 9
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【平成27年度、28年度の取り組みと実績】
　定員は13名であり、初年度（平成27年度）は7名、2年目の平成28年度は4名であった。修士課程の学生の会社への就職
が先行し、学内からの進学者が平成28年度では1名であり、本学博士前期課程修了後企業に就職した修了生にも積極的に
声をかけ、秋季入学の社会人枠で入学し、現在研究を続けている。留学生に対しても、教員がベトナムやイタリアなど
の現地へ出向き、積極的に広報を行っており、平成27年度では4名、平成28年度には2名の留学生が入学して、現在研究
活動を行っている。総数は、両年度とも定員を満たしていないが、入学している学生は優秀であり、休学者も零であ
り、博士課程の修了へ向けて順調に研究を続けている。

【平成29年度入学生向けた取り組みと実績】
　平成29年度の入学者の増加を目的に、平成28年3月1日に博士後期課程への勧誘のために博士後期課程修了予定者およ
び在籍者を講師とする進学説明会を開催した。その結果、平成29年度では学内より4名の博士後期課程進学者が確保さ
れ、秋入学（平成29年10月）予定が確定している外国人留学生と合わせて現時点で9名が平成29年度入学確定数である。
さらに社会人1名が現在検討中であり、入学の意思が固まれば、10名となる。現在も引き続き、平成29年10月の秋入学の
一般、社会人、外国人の入学の広報を構成員の教員全員で行っている。

【平成30年度入学生向けた取り組み】
　前年度に引き続き、平成29年3月6日にも博士後期課程修了予定者、本学でPhDを取得した博士後期課程修了者の社会
人、および在籍者による平成30年度の進学説明会を開催した。10名ほどの学生が聴講し、その時点で学内からの進学希
望者は4名であった。タイ、ベトナム、マレーシア、イタリアから常時本専攻への進学希望の留学生がおり、奨学金の充
実も希望者の増加に繋がることから支援を充実させたい。現時点で、優先配置推薦や大学推薦の奨学生などでイタリ
ア、ベトナムから3名の留学生の希望は確定している。さらに、平成28年の10月から平成29年の3月までに、短期留学（3
〜4か月）で、本学に滞在したベトナムやタイなどの留学生が数十名おり、いったん帰国しているが、大学推薦枠や優先
配置枠で本専攻へ進学ができるよう、指導教員と共に入念な進路指導を行っている。また、平成29年の秋には、教員を
現地派遣して広報活動を展開する予定である。
　
２． 教育方法について
カリキュラムに設置申請どおり開講し、変更はない。
　本専攻の人材育成指針：「フォトエレクトロニクス、ソフトマテリアル、精密物質設計・合成（モレキュラーデザイ

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・平成３０年３月　公表予定

公表方法

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　・自己点検・評価報告書を刊行し、他大学（９０大学）及び希望者に各１冊を配布

　　・大学ホームページ上に公開予定（平成３０年３月末を予定）

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成２９年６月下旬予定　）

③　認証評価を受ける計画

　　・平成３３年度に評価機関（大学改革支援・学位授与機構）の評価を受けるべく，学内で検討中

　ｂ　公表方法
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（フルヤマ　マサオ）

古山　正雄
（平成24年４月１日）

（モリサコ　キヨタカ）

森迫　清貴
（平成24年４月１日）

（オオタニ　ヨシオ）

大谷　芳夫
（平成26年12月２日）

（モリ　ハジメ）

森　肇
（平成26年４月１日）

（オハラ　ヤスノブ） （ワタナベ　ヒデキ）

小原　康伸 渡部　英樹
（平成26年１月１日） （平成28年４月１日）

（モリ　ハジメ）

森　肇
（平成27年４月１日）

（ヨシモト　マサヒロ）

吉本　昌広
（平成27年４月１日）

　　　　　　平成２９年度に報告する内容　→（29）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は，各職に相当する職名の方を記載してください。

専攻長

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成２７年度に報告済の内容　→（27）

理事

退職のため
平成28年４月１日（28）

研究科長

（４） 管理運営組織

職　　名

学長

　　　〒６０６－８５８５
　　　　京都府京都市左京区松ヶ崎橋上町１番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

（２） 大　学　名
　　　　京都工芸繊維大学

（３） 大学の位置

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　国立大学法人　京都工芸繊維大学
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年 人 人

報告年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人

　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号
　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　（５）－②　調査対象研究科等の入学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
平均入学定員

超 過 率
備　　考

（注）・「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。
　　　・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

博士（工学）

博士（学術）

　 3 5 15

　

工学関係

基礎となる学部等

　工芸科学研究科

工芸科学部

　電子システム工学専攻

　（５）－①　調査対象研究科等の名称等

調査対象研究科等
の名称（学位）

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 収容定員

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　様式は，平成２７年度開設の博士後期課程の場合（平成２９年度までの３年間）ですが，開設年度・

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が２年以下の場合には欄を削除し，４年以上の場合

　　　　には，欄を設けてください。）

4 - 1 1 2

(　3　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

4 - 1 1 2

(　3　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

4 - 1 1 2

(　3　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

4 - 1 1 2

(　3　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「社会人」については，認可申請書において貴学が定める社会人の定義に従って記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

0.80 0.20　0.40 0.40

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・ （　 ）内には，社会人の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

 0.80倍
 0.50倍
0.53倍

(　-　) (　-　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

Ａ　 入学定員
5 5 5

(　-　)

[ 　-　 ]
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　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。
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報告年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　-　] [ - ] [ 1 ] [ - ] [　- ] [　- ]

（　-　） （　-　） （ - ） （　-　）

4 - 1 - 2 1

[ - ] [　　 ] [ 1 ] [ - ]

（　-　） （　　） （　-　） （　-　）

4 1 -

[ - ] [　　 ]

（　-　） （　　）

3

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

5 7

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

計

[　　- 　] [　 1　 ] [　　1　 ]

（　　-　 ） （　 -　 ） （　　-　 ）

4

　（５）－③　調査対象研究科等の在学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
備　　　　　考

１年次

　

２年次

３年次

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２７年度 1 人 0 人

平成２８年度 1 人 0 人 単位取得退学（１名）

平成２９年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

平成２９年度 0 人 0 人

2 人 0 人 平成２９年度 0 人 0 人 0.00 ％

8 人 1 人 12.50 ％

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２９年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　ありません。）

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

％

平成２７年度
入学者

4

　 ・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

平成２９年度
入学者

合　　計

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

％

退学者数（内訳）

退学者数

平成２８年度
入学者

1
2

人 0 人 0.00

退学者数の
うち留学生数

人 1 人 25.00

　　　区　分

対象年度

入学者数（b） 退学者数（a） 主な退学理由
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H27AC修正漏れ（授業内容と担当教員の見直しを
行なった結果、専任教員1名に変更）(28)
担当教員が長期海外出張集のため、平成29年度
は開講せず（29）

担当教員が研究活動専念研修のため、平成29年
度は開講せず（29）

担当教員が長期海外出張のため、平成29年度は
開講せず（29）

教員の承認に伴う修正（29）

担当教員の長期海外出張のため、平成28年度は
開講せず(28)
教員の承認に伴う修正（29）

退職に伴う担当者の見直しによる修正(29)

H27AC修正漏れ（授業内容と担当教員の見直しを
行なった結果、専任教員1名に変更）(H28)

H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

２　授業科目の概要

＜工芸科学研究科　電子システム工学専攻（博士後期課程）＞

（１） 授業科目表

科目
区分 授業科目の名称

配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置
備　　　　考

必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

専
門
科
目
群

エネルギーインターネット設計論 1・2・3前 1 1

情報光学 1・2・3前 1 1 1

プラズマ物性工学 1・2・3前 1

電磁エネルギー科学 1・2・3前 1 1

1

1 1

プラズマ制御論 1・2・3前 1 1

集積システム工学 1・2・3前 1 1

通信信号処理 1・2・3前

1

パワー半導体デバイス論 1・2・3後 1 1

1 1

機能性薄膜応用デバイス工学 1・2・3後 1

情報伝送論 1・2・3後 1 1

集積フォトニクス 1・2・3後

1

電磁機能構造設計理論 1・2・3後 1 1 1

1 1 1

プラズマ計測技術 1・2・3後 1

電子デバイス論 1・2・3前 2 1 1

光材料工学 1・2・3後

1

電子材料論 1・2・3後 2 1 1

2 2 1

電子物性論 1・2・3前 2 2 1

グローバルインターンシップⅢ 1・2・3通 6 13 14
10 9
7

1 2

ナノ構造論 1・2・3後

10 9
7

1 2

グローバルインターンシップⅣ 1・2・3通 6 13 14
10 9
7

6 13 14
10 9
7

1 2

イノベーションプロジェクト 1・2・3通 3 13 14

1 2

電子システム工学インターンシップⅣ 1・2・3通 6 13 14
10 9
7

1 2

電子システム工学インターンシップⅢ 1・2・3通
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H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

H27AC修正漏れ（准教授：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは９、講師：H27.5.1時点での専任
教員は正しくは２）を修正（29）

退職に伴う担当者の見直し及び教授昇任による
修正（教授：13→14、准教授９→７）（29）

電子システム工学特別演習Ⅰ 1・2・3通 3 13 14
10 9
7

1 2

電子システム工学特別演習Ⅱ 1・2・3通 3 13 14
10 9
7

1 2

研究指導 1～3通 13 14
10 9
7

1 2

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２８年度に認可（届出）された大学等は設置認可（届出）時）より変更されているものは

　　　　赤字見え消し修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。
　　　　

（２） 授業科目数

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　　　　　　考

必　修 選　択 自　由 計（Ａ） 必　修 選　択 自　由 計

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

3 22 0 25 3 19 22

[　　　] [ △3 ] [　　　] [ △3 ]

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

- 56 -



番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 光材料工学 1 1･2･3後 専門 選択

２ 情報光学 1 1･2･3春 専門 選択

３ 通信信号処理 1 1･2･3春 専門 選択

４
機能性薄膜応用デバイ
ス工学

1 1･2･3秋 専門 選択

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 該当なし

4

25

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

担当教員が長期海外出張のため、平成
28年度は開講せずとしました。

担当教員が研究活動専念研修のため、
平成29年度は開講せずとしました。

担当教員が長期海外出張のため、平成
29年度は開講せずとしました。

担当教員が長期海外出張のため、平成
29年度は開講せずとしました。

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

廃止の理由，代替措置の有無

16.00 ％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　大学の所見として、平成29年度に未開講とした科目は１･2･3年次の間に履修する科目であり、次年度
以降に履修することが可能であるため、学生への影響は無いものと考えている。
　学生への周知は、教科課程表の変更を学務課ホームページ及び配布物で周知し、更に専攻内でも教員
から学生にアナウンスを行った。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　　留意してください。

　　　　「学生への周知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝
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備考

遊休資産の売却（27）

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

福知山キャンパス購入
（28）

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
124,283

132,505 ㎡
㎡ ㎡

124,283
132,505 ㎡

運動場用地 18,658 ㎡ ㎡ ㎡ 18,658 ㎡

小　　　計
142,941

151,163 ㎡
㎡ ㎡

142,941
151,163 ㎡

そ　の　他
65,553

62,204 ㎡
㎡ ㎡

65,553
62,204 ㎡

合　　　計
208,494
205,145

213,367 ㎡
㎡ ㎡

208,494
205,145

213,367 ㎡

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

104,592
109,766
113,090

114,414 ㎡

㎡ ㎡

104,592
109,766
113,090

114,414 ㎡

専攻単位では特定不能
のため、申請大学全体
の数
耐震改修(27)(28)
福知山キャンパス購入
(28)
校舎新設(29)（109,766 ㎡） （　　　　　　㎡） （　　　　　　㎡） （109,766 ㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設
耐震改修(27)(28)
福知山キャンパス購入
(28)
担当職員の人事異動
(27)(28)(29)
グローバルコモンズ担当
職員の採用(27)

 43　47　44　51 室  34　45　31　34 室
 261　327

 　274　278 室

７ 室 ５　室

（補助職員 14 15 17人） （補助職員　 ７ ９　人）

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

教員の採用(28)
教員の退職(29)

電子システム工学専攻  23　24　23 室

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

〔うち外国書〕 点

機械・器具 標　　本

専攻単位では特定不能
のため、申請大学全体
の数

(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

図
書
・
設
備

冊 種 点 点

工芸科学部・
工芸科学研究科

 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

1,906
1,548
1,576

3,033
3,552
3,768
4,118

794
806
885
886

新規購入・寄贈、除却
による増減
(27)(28)(29)

（
 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

）

（
 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

）

（
 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

）

（
1,906
1,548
1,576
）

（
3,033
3,552
3,768
4,118
）

（
794
806
885
886
）

計

 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

1,906
1,548
1,576

3,033
3,552
3,768
4,118

794
806
885
886

（
 393,813〔154,551〕
 398,160〔155,373〕
 397,553〔157,010〕
404,895〔160,521〕

）

（
 8,865〔5,394〕
 8,936〔5,361〕
 8,858〔5,297〕
8,365〔5,357〕

）

（
 3,428〔2,918〕
 3,514〔2,888〕
 3,489〔2,861〕
2,878〔2,820〕

）

（
1,906
1,548
1,576
）

（
3,033
3,552
3,768
4,118
）

（
794
806
885
886
）

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

グローバルコモンズ設
置（27）
レイアウト変更（28）

4,893 ㎡ 442　544　542 427,000　425,611

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

　 1,772 ㎡ 武 道 場 、 弓 道 場 テ ニ ス コ ー ト ６ 面

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分 開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 千円 千円 図書購入費 千円 千円 千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 千円 千円 設備購入費 千円 千円 千円

学生１人当
り

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次
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り
納付金 千円 千円 千円 千円 千円 千円

学生納付金以外の維持方法の概要

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２９年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（29）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

工芸科学部

応用生物学課程 4 50 200 学士（農学） 1.04
平成18年
度改組

生体分子工学課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より生体分子応用化
学課程に改称

生体分子応用化学課程 4 51 204 学士（工学）
平成26年
度改称 同上

高分子機能工学課程 4 51 204 学士（工学） 1.05
平成18年
度改組 同上

物質工学課程 4 67 268 学士（工学）
平成18年
度改組 同上

電子システム工学課程 4 61 244 学士（工学） 1.07
平成18年
度改組 同上

情報工学課程 4 61 244 学士（工学） 1.03
平成18年
度改組 同上

機械システム工学課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成27年より機械工学課程に
改称

機械工学課程 4 86 344 学士（工学） 1 05
平成27年
度改称 同上

４　既設大学等の状況

京都工芸繊維大学

京都府京都市左京区
松ヶ崎橋上町１番地

機械工学課程 4 86 344 学 （ 学） 1.05 度改称 同上

デザイン経営工学課程 4 40 160 学士（工学） 1.04
平成18年
度改組 同上

造形工学課程 4 － － 学士（工学）
平成18年
度改組 同上

平成26年よりデザイン・建築
学課程に改称

デザイン・建築学課程 4 116 464 学士（工学） 1.02
平成26年
度改称 同上

上記課程共通 50 100

先端科学技術課程 4 － － 学士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成28年より学生
募集停止

工芸科学研究科博士前期課程

応用生物学専攻 2 40 80 修士（農学） 0.86
平成18年
度改組 同上

材料創製化学専攻 2 33 66 修士（工学） 1.13
平成27年
度設置 同上

材料制御化学専攻 2 32 64 修士（工学） 0.85
平成27年
度設置 同上

物質合成化学専攻 2 33 66 修士（工学） 0.94
平成27年
度設置 同上

機能物質化学専攻 2 32 64 修士（工学） 1.06
平成27年
度設置 同上

電子システム工学専攻 2 50 100 修士（工学） 1.08
平成18年
度改組 同上

情報工学専攻 2 46 92 修士（工学） 1.06
平成18年
度改組 同上
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機械システム工学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成27年より学生
募集停止

機械物理学専攻 2 37 74 修士（工学） 0.99
平成27年
度設置 同上

機械設計学専攻 2 30 60 修士（工学） 1.08
平成27年
度設置 同上

デザイン経営工学専攻 2 20 40 修士（工学） 0.92
平成18年
度改組 同上

造形工学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

建築設計学専攻 2 － － 修士（工学） －
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

デザイン学専攻 2 25 50 修士（工学） 1.02
平成26年
度設置 同上

建築学専攻 2 75 150
修士（工
学）又は
（建築設計
学）

1.05
平成26年
度設置 同上

京都工芸繊維大学・チェンマイ大
学国際連携建築学専攻 2 4 2 修士（学術） 0.50

平成29年
度設置 同上

先端ファイブロ科学
専攻

2 35 70 修士（工学） 0.98
平成18年
度改組 同上

バイオベースマテリ
アル学専攻

2 22 44 修士（工学） 0.56
平成22年
度設置 同上

工芸科学研究科博士後期課程

生命物質科学専攻 3 － －
博士（学
術）又は
（工学）

－
平成18年
度改組 同上

平成27年より学生
募集停止

バイオテクノロジー専攻 3 6 18 博士（学術） 1.11
平成27年
度設置 同上

物質・材料化学専攻 3 13 39
博士（学
術）又は
（工学）

0.43
平成27年
度設置 同上

電子システム工学専攻 3 5 15
博士（学
術）又は
（工学）

0.53
平成27年
度設置 同上

設計工学専攻 3 10 30
博士（学
術）又は
（工学）

0.66
平成18年
度改組 同上

造形科学専攻 3 － －
博士（学
術）又は
（工学）

－
平成18年
度改組 同上

平成26年より学生
募集停止

デザイン学専攻 3 5 15
博士（学
術）又は
（工学）

0.73
平成26年
度設置 同上

建築学専攻 3 7 21
博士（学
術）又は
（工学）

0.70
平成26年
度設置 同上

先端ファイブロ科学
専攻

3 8 24
博士（学
術）又は
（工学）

1.45
平成18年
度改組 同上

バイオベースマテリ
アル学専攻

3 6 18 博士（工学） 0.72
平成24年
度設置 同上

　

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２９年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

（注意）学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は
「－」とし，「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

（注意）課程認定等により専攻・コースに入学定員を定めている場合は、専攻・コース別にも記入して
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　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　　の 小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。

      ・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，
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専任・

５　教員組織の状況

＜工芸科学研究科　電子システム工学専攻（博士後期課程）＞

（１） 担当教員表

の別　

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

備　　考
専任・

職名
氏　　名
（年　齢）

就任予定年月 担当授業科目名 職名
氏　　名

（年　齢）
就任予定年月 担当授業科目名

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　

専 教授 粟辻　安浩 平成27年4月

情報工学

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 一色　俊之 平成27年4月

ナノ構造論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 裏　升吾 平成27年4月

集積フォトニク
ス

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 大柴　小枝子 平成27年4月

通信信号処理

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 門　勇一 平成27年4月

エネルギーイン
ターネット設計
論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ
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専 教授 小林　和淑 平成27年4月

集積システム工
学

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 武田　実 平成27年4月

ナノ構造論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 野田　実 平成27年4月

電子デバイス論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 萩原　亮 平成27年4月

電子物性論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 林　康明 平成27年4月

電子材料論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 播磨　弘 平成27年4月

電子物性論

後任未定
・平成29年3月定年退職（29）
・「電子物性論」は、他に担当
教員がいるため、支障はない。

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ
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専 教授 政宗　貞男 平成27年4月

プラズマ制御論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 教授 吉本　昌広 平成27年4月

パワー半導体デ
バイス

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 准教授 上田　哲也 平成27年4月

電磁機能構造設
計理論

教授 上田　哲也 平成27年4月
（教員審査省略）
・平成29年1月昇任（29）

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

電磁機能構造設計理
論

グローバルインター
ンシップⅢ、Ⅳ

電子システム工学特
別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

イノベーションプロ
ジェクト

電子システム工学イ
ンターンシップⅢ、
Ⅳ

専 准教授 島崎　仁司 平成27年4月

情報伝送論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 准教授 園田　早紀 平成27年4月

電子材料論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 准教授 髙橋　和生 平成27年4月

プラズマ物性工
学

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ
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光材料工学

グローバルインター
ンシップⅢ、Ⅳ

電子システム工学特
別演習Ⅰ、Ⅱ

研究指導

イノベーションプロ
ジェクト

電子システム工学イ
ンターンシップⅢ、
Ⅳ

専 准教授 比村　治彦 平成27年4月

電磁エネルギー
科学

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 准教授 廣木　彰 平成27年4月

電子デバイス論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 准教授 三浦　良雄 平成27年4月

電子物性論

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 准教授 山下　馨 平成27年4月

機能性薄膜応用
デバイス工学

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 准教授 山下　兼一 平成27年4月

光材料工学

教授 山下　兼一 平成27年4月
（教員審査省略）
・平成29年1月昇任（29）

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

専 講師 北村　恭子 平成27年4月

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

教　授
計

（Ｂ）

23

［ △1 ］

プラズマ計測技
術

（注）・　設置時の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，「設置時の計画」には当該学部等の就任時における満年齢を，「変更状況」には平成２９年５月１日現在の満年齢

　　　　を記入してください。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は，当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画

　　　　変更書」を提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任

　　　　教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出予定

　　　　の場合は「○年○月変更書提出予定」と記入してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導教員数

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導補助教

員数

うち、完成年度時
における設置基準
上の必要教授数

4 3
研究指導教員と合
わせて７名以上

名 名 名

　　　　算出される教員数を記入してください。

　（２）－②　専任教員数

設　置　時　の　計　画 現在（報告書提出時）の状況 現在（報告書提出時）の完成年度時の計画

教　授 准教授 講　師 助　教 計 准教授 講　師 助　教
計

（Ａ）
教　授 准教授 講　師 助　教

13 10 1 0 24
14 7 2 0 23

14 7 2 0

（12） （9） （2） （0） （24） ［　1　］ ［ △3 ］ ［　1　］ ［　-　］

研究指導教
員数

研究指導補
助教員数

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補
助教員数

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当の
教員数

23 1 0
21 2 0

21 2 0

（23） （2） （0） ［ △2 ］ ［　1　］ ［　-　］

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の状況」には、報告書提出年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の完成年度時の計画」には、報告書提出年度の５月１日現在、完成年度時に計画している教員数を記入するとともに，

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

専 講師 三甁　明希夫 平成27年4月

電子システム工
学特別演習Ⅰ、
Ⅱ

研究指導

イノベーション
プロジェクト

電子システム工
学インターン
シップⅢ、Ⅳ

グローバルイン
ターンシップ
Ⅲ、Ⅳ
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　（２）－③　年齢構成

年齢構成

定年規定の定め
る定年年齢
（歳）

報告書提出時
（上記（Ａ））
の教員のうち、
定年を延長して
採用している教

員数

完成年度時（上
記（Ｂ））の教
員うち、定年を
延長して採用す

る教員数

63　65 0 0

　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

　　　・専門職大学院の場合は，「研究指導教員」を「研究者教員」と，「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

歳 名 名

（注）・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

　　　　および，平成２９年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

合計（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｄ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

辞任等の理由

１ 該当なし

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合，赤字にて記入するとともに，

0 人

計 科目 計 計 計

科目

科目

科目

合計（Ａ） 後任補充状況の集計（Ｂ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

就任辞退（未就任）の理由

１ 該当なし

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目計

（注）・　就任辞退（未就任）及び辞任した全専任教員について，教員数、担当科目数の合計，後任補充の状況を記入ください。

計 科目 計 計

科目

科目
0 人

科目

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ａ）＋（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｂ）＋（Ｄ）

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

（注）・　一度就任した後に、辞任した全ての専任教員の辞任の理由を具体的に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

0 人

計 科目 計 計 計

科目

科目

科目

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

該当なし

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を

　　　　記入してください。
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時

（平成27年４月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成28年２月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成29年２月）

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項　等

該当なし

該当なし

該当なし

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の

　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等

　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。

　　　・　同一設置者が設置する既設学部等に付された意見は、当該大学から提出される全ての報告書に

　　　　記入してください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

該当なし

　　　京都工芸繊維大学総合教育センター教育評価・FD部会

７　その他全般的事項

工芸科学研究科

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　　〔国立大学法人京都工芸繊維大学の組織に関する規則、京都工芸繊維大学総合教育センター規則(部会に関する
　　　　細則含む。)〕添付。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

      平成28年度実績

　　■審議事項

　　　・大学院科目の授業評価アンケートの実施について

　　　・平成28年度第1回教員FD研修会の実施について

　　　・「総合教育センター教育評価・FD部会報告書2015」の原稿確認について

　　平成28年度第2回

　　　■審議事項

　　　・平成28年度第2回教員FD研修会の実施について

　　・　TA実施報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査

　・平成28年度第2回(部会員(教員)27名出席)：平成29年1月17日(火)開催

　ｃ　委員会の審議事項等

　　平成28年度第1回

　　　・総合教育センター教育評価・FD部会の組織及び業務内容等について

委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　・平成28年度第1回(部会員(教員)28名出席)：平成28年7月29日(金)開催

　　　・平成28年度年度計画について

　　　・平成28年度FD事業一覧、スケジュールについて

②　実施状況

　ａ　実施内容
　　・　Web受講登録時学生アンケート　　　　　　　　　 ・　学生による授業評価アンケート
　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート　　　・　授業公開（教員相互の授業参観）
　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）　　　　　・　成績不振学生対象者アンケート
　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　　　　　　・　教員ＦＤ研修会

　ｂ　実施方法

　　・　Web受講登録時学生アンケート：前(春)・後(秋)学期の受講登録期間中Webにより実施。

　　・　学生による授業評価アンケート：成績発表と連動してWebにより実施。

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：前(春)・後(秋)学期の成績報告期間中Webにより実施。
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　　・　TA実施報告書：前(春)・後(秋)学期終了後にTA実施者を対象として報告書様式を配布・回収。

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）:前(春)・後(秋)学期の授業期間中に日程を設定・実施。授業見学・
　　　授業担当の両教員(非常勤講師含む)よりレポート提出。

　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）:後学期期間中の土曜日に学部学生の父母等を対象として大学
　　　構内で実施。当日参加者にアンケート用紙を配布・回収。

　　・　成績不振学生対象アンケート：前学期期間中に前年度の成績が基準に満たなかった学部学生及びその
　　　保護者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　　・　卒業・修了予定者アンケート：卒業・修了予定者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　　・　教員ＦＤ研修会：学内教職員を対象に開催。

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：博士後期課程在籍者を対象としてアンケート用紙を配布・回収。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　・　Web受講登録時学生アンケート：在学生を対象として実施
　　　　　前(春)学期：3,517名(回答)〔平成28年4月7日～13日〕
　　　　　後(春)学期：3,370名(回答)〔平成28年9月29日～ 10月4日〕

　　・　学生による授業評価アンケート：学部授業科目及び大学院授業科目(平成28年秋学期より)を対象として実施
　　　　　前学期：646(回収科目数)/650(実施科目数)、後学期：859(回収科目数)/893(実施科目数)
　　　　　〔平成28年7月11日～10月12日、平成29年1月10日～4月14日〕

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：前(春)・後(秋)学期の授業担当教員を対象として実施
　　　　　前(春)学期：188名(回答)/282名(対象)、後(秋)学期：196名(回答)/285名(対象)
　　　　　〔平成28年7月1日～8月19日、平成29年1月10日～2月20日〕

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）:前(春)・後(秋)学期の学部・大学院講義科目を対象として実施
　　　　　前(春)学期：41科目(授業公開)/50名(授業参観者数)、後(秋)学期：43科目(授業公開)/53名(授業参観者数)
　　　　　〔平成28年6月13日～24日、平成28年11月14日～12月9日〕

　　・　教育懇談会：学部学生の父母等を対象とする懇談会
　　　　　参加者数　父母等574名、学長1名、副学長2名、学部長1、各部門から教員42名、事務職員23名
　　　　　〔平成28年12月3日〕

　　・　成績不振学生対象アンケート：前年度の成績が基準に満たなかった学部学生及びその保護者を対象として実施
　　　　　回答者数　学生本人125名(回答)/307名(対象)、保護者93名（回答）/301名(対象)

〔平成28年6月22日～7月20日〕　　　　　〔平成28年6月22日～7月20日〕

　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　：平成29年3月に卒業・修了予定の学生を対象として実施
　　　　　回答者数　380名〔平成29年2月27日～3月24日〕

　　・　TA実施報告書：前(春)・後(秋)学期終了後にTA実施者に報告書の提出を依頼
　　　　　報告数　前(春)学期　提出者435名/対象者458名、後(秋)学期　提出者418名/対象者445名

　　・　教員ＦＤ研修会：教員を対象に実施
　　　　　第1回 参加者数  教員59名〔平成28年11月18日〕
　　　　　第2回 参加者数  教員83名〔平成29年 3月8日〕

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：博士後期課程在籍者を対象として実施
　　　　　回答者数　78名〔平成28年12月12日～平成29年1月13日〕

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　・　Web受講登録時学生アンケート：アンケート回収後、集計・分析を行い授業改善等に取り組んでいる。

　　・　学生による授業評価アンケート：アンケート回収後、毎学期集計・分析を行い、授業担当教員にフィード
　　　バックを行ったうえ、学生・教職員が集計結果を閲覧できるよう学務課HPにデータを掲載し、授業改善等に取
　　　り組んでいる。

　　・　ＦＤにおける教員の担当授業科目アンケート：「学生による授業評価アンケート」の集計結果等をフィード
　　　バックし、その集計結果を今後どのように授業改善への取り組みへ資するのか等についてアンケートを行い、
　　　集計・分析を行い授業改善等に取り組んでいる。

　　・　授業公開（教員相互の授業参観）：授業公開は、参観する、あるいは参観される教員双方にとって、自らの
　　　授業方法を改めて見つめ直す端緒となる。また、関連する授業科目間の連携や補完関係を深めるための契機と
　　　もなり、本学の教育理念に照らしつつ、各課程・専攻の教育プログラムが効果的に機能し、教育研究目的の達
　　　成度が向上するよう、授業改善に取り組んでいる。

　　・　教育懇談会（在学生の父母等との懇談）：毎年１回、在学生の父母等を対象に本学の教育や就職状況等
　　　についての説明や個別相談を行うもので、これら個別相談時の意見や当日実施のアンケート集計結果の分析等
　　　を行い、教育プログラム、授業改善及び施設設備等の改善に取り組んでいる。

　　・　成績不振学生対象アンケート：アンケート集計結果について教員にフィードバックし、学生が抱える問題点
　　　を通じて、各課程の教育プログラムが効果的に機能し、教育研究目的の達成度が向上するよう、授業改善等に
　　　取り組んでいる。
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（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　・　学生による授業評価アンケート：学部授業科目及び大学院授業科目(平成28年秋学期より)を対象として実施
　　　　　前学期：646(回収科目数)/650(実施科目数)、後学期：859(回収科目数)/893(実施科目数)
　　　　　〔平成28年7月11日～10月12日、平成29年1月10日～4月14日〕

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　・　教員･学生向け：学務課ホームページで集計結果を公開
　　　　　授業科目毎に各設問への回答平均値を掲載している。
　　・　教員向け：担当授業科目の集計結果を配布
　　　　　学生からの回答一覧をグラフ化し、全体平均と比較できる資料を作成している。

　　・　卒業生・修了生（予定者）アンケート　：アンケート集計・分析を行い、必要に応じ総合教育センター教育
　　　プログラム部会においてカリキュラム改正を行う等授業改善に取り組んでいる。

　　・TA実施報告書：授業を補助するTAからの報告を集計・分析し、授業改善等に取り組んでいる。

　　・　教員ＦＤ研修会：カリキュラムポリシー(CP)、ディプロマポリシー(DP)について、全教員が共通理解を持ち、
　　　各課程・専攻において具体的な教育実践に取り組むため、以下のテーマを設定し、開催した。

　　　第１回：「授業の英語化と教育のグローバル化を考える－具体的事例から実践的手法を学ぶ－
　　　　　　　①海外教育連携事業による教育活動成果報告
　　　　　　　②講演「授業の英語化のポイントと学生による成果」

　　　第２回：「GLOBAL×LOCAL」視点で考えるFD活動－教員の海外派遣による成果と、理科教育の現在地－」
　　　　　　　①海外教育連携事業による教育活動成果報告
　　　　　　　②講演「理科を学ぶ子ども・教師をめぐって」

　　・　標準修業年限内での学位取得に向けた進捗状況調査：アンケート集計結果の分析等を行い、博士号取得までの
　　　プロセスや経済的負担、修了後のキャリアパスに関する課題の改善に取り組んでいる。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　エレクトロニクス等の成長産業分野に対応した国際競争力強化に資するグローバル人材の育成を目的として、博士後
期課程に電子システム工学専攻を新設した。
今世紀の も重要な技術的課題であるエネルギー・環境問題の解決に向けて、本専攻の教員は電子システム工学の立場
から①パワーエレクトロニクス、②高効率情報伝送、③先進的センシングの3つのアプローチで研究を進め、グリーンイ
ノベーション推進に貢献してきた。
　電子システム工学をはじめとする工学分野では、個別の分野における専門性を深めると同時に、分野内の幅広い領
域、あるいは複数の分野にわたって俯瞰的に工学をとらえる視点を育成することの重要性が認識されている。
これまで、電子システム工学分野では（１）材料・デバイス層、（２）回路層、（３）ネットワーク・システム層の3つ
の階層のなかで教育を進めてきた。博士後期課程電子システム工学専攻では、３つの階層をグリーンイノベーションに
関わる3つのアプローチに直交する形で連携させて複数の階層・アプローチを経験することにより、電子システム工学を
俯瞰的に捉える視野を育成する。すなわち、本専攻では学部課程以降積み上げてきた教育研究体制と、グリーンイノ
ベーション推進の研究体制を連携させることにより、深い専門性と幅広い専門分野の領域にわたる俯瞰的視野をもつ人
材を育成し、電子システム工学分野の教育研究機能を強化する。
　上記の設置の趣旨・目的のもとで達成状況に関する総括評価・所見は、以下のとおりである。

１.　学生の志願状況について
　博士前期課程電子システム工学専攻および学部電子システム工学課程の在学生に対して説明会を開催した。平成２５
年１１月には、平成２７年度の新入生の確保にむけて、電子システム工学分野で博士後期課程を修了した本学出身者
（他大学の助教およびベンチャー企業社長）を招いての講演会を実施し、博士課程への進学を促した。また、社会人に
対して、本専攻の広報を広く行い、学生の確保に設置以来、務めてきた。
初年度(平成27年度)は、定員5名中４名の入学者があった。うち1名が本学博士前期課程電子システム工学専攻からの進
学者で、残り３名が社会人であった。内部進学者1名については、パワーエレクトロニクス分野のうち主に回路層の研究
を進める学生であり、新設科目のイノベーションプロジェクトを通じて、材料・デバイス層やネットワーク・システム
層の課題に取り組み、俯瞰的な視野の育成に努めた。
　また、社会人3名については、材料・デバイス層、回路層、ネットワーク・システム層を専門とする教員が密接に連携
しながら、研究指導を進めた。これまで、企業において材料・デバイス層やネットワーク・システム層で研究開発を進
めてきた３名が、それぞれ別の階層に研究課題をシフトしながら研究開発を進めた。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 自己点検・評価等に関する事項
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　以上のように、入学者に1名欠員が生じたもの、当初の計画通り、各研究分野を深く探求するだけでなく、隣接する分
野に研究範囲を広げ、俯瞰的な視野を養う教育体制が実現できた。
　次年度（平成28年度）は、2名の入学者があった。1名は社会人でパワーエレクトロニクスの材料・デバイス層に関す
る研究テーマを進めており、前年度と同様、隣接領域の教員と連携しながら俯瞰的な視野の育成に努めている。もう1名
は外国人留学生であり、フランス・オルレアン大学と共同指導協定(コチュテル)に基づき研究指導を進めている。本学
におけるコチュテルの先行事例である。
　入学者が前年度より２名減少し、特に内部進学者がゼロとなったことを受けて、これまで、年１回開催していた博士
課程への進学説明会を、就職説明会と併催する形で年３回実施した。また、教員会議において、博士課程の定員充足を
毎回の話題とし、有望な学部生・大学院生に対して、各教員が博士課程進学を積極的に勧めるようにした。
　本年度(平成29年度)は、本学博士前期課程電子システム工学専攻からの進学者が2名あり、在学生に対する積極的なア
プローチに一定の効果があった。5名の定員充足に向けて、社会人の秋入学に対する広報活動を強化している。
好調な就職状況の影響も受け、以上のように、1名から3名の欠員があり、定員充足には至っていない。一方で、所期の
目的である俯瞰的な視野を育成するための教育体制は確立できた。また、コチュテル制度を整備し、新たな海外協力の
体制も構築しつつあり、少人数ながらもきめ細かく着実に成果をあげている。
　電子システム専攻を担当する教員が中心となり、パワーエレクトロニクスの研究成果をもとに、平成28年度補正文部
科学省「地域科学技術実証拠点整備事業」の全国22拠点の一つとして採択された。材料・デバイス層から、回路層、
ネットワーク・システム層にいたる専門分野の教員が一体となって、地域と連携しながら、研究を進める体制を整え
た。さらに平成28年度先端研究基盤共用促進事業（新たな共用システム導入支援プログラ）によりデバイス開発用のク
リーンルームの整備も進めている。卓越研究員制度の活用などによる若手教員の採用にも努めている。
このような電子システム工学分野における急速な研究環境の整備と各教員の積極的な勧奨により、学部学生や博士前期
課程大学院生の中に、博士後期課程への進学を希望する者が増えてきている。これらの希望を着実に博士課程への進学
へと結びつけていく。また、地域科学技術実証拠点整備事業における地域の企業との連携の中から、社会人学生を確保
する体制を強化していく。以上により、確実な定員充足を図っていく。

２.　教育方法について
　カリキュラムは設置申請通り開講し、変更はない。引き続き、専門分野を深く探求するとともに、俯瞰的な視野を育
成するための現在の教育体制を維持・発展させる。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・平成３０年３月　公表予定

公表方法

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成２９年６月下旬予定　）

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ｂ　公表方法

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　・平成３３年度に評価機関（大学改革支援・学位授与機構）の評価を受けるべく，学内で検討中

　　・自己点検・評価報告書を刊行し、他大学（９０大学）及び希望者に各１冊を配布

　　・大学ホームページ上に公開予定（平成３０年３月末を予定）

③　認証評価を受ける計画
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